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○ 山梨大学大学院学則 
制定 平成１６年 ４月 １日 

改正 平成１７年 ４月 １日 

 平成１７年１２月 １日 

平成１９年 ４月 １日 

平成２０年 １月２３日 

平成２０年 ３月１９日 

平成２１年 ３月１８日 

平成２１年１０月３０日 

平成２４年 ７月２５日 

平成２６年 ９月２９日 

平成２６年１１月２８日 

平成２６年１２月２４日 

平成２７年１１月２６日 

平成２８年１１月２９日 

平成３０年 １月３０日 

 

第１節 総則 

（目的及び使命） 

第１条 山梨大学大学院（以下「大学院」という。）は、学術の理論及びその応用を教授研究

することを目的とし、学術研究を創造的に推進する優れた研究者並びに高度で専門的な知

識と能力を有する職業人を育成することを使命とする。 

２ 教育学研究科修士課程は、広い視野に立って精深な学識を授け、専攻分野における研究

能力又は高度の専門性を要する職業等に必要な高度の能力を養うことを目的とする。 

３ 医工農学総合教育部博士課程は、研究者として自立して研究活動を行うに必要な深い学

識と高度な研究能力及び豊かな人間性を備えた優れた研究者の育成を目的とする。 

４ 医工農学総合教育部修士課程は、広い視野に立って、精深な学識を授け、専攻分野にお

ける理論と応用の研究能力又は高度の専門性を要する職業等に必要な高度の能力を養うこ

とを目的とする。 

５ 教育学研究科教職大学院の課程は、地域の学校の課題に即した学校改善・授業改善の構

想力・実践力を育成するとともに、教育に関する高度の実践的専門性と教育実践を具体的

な場で創成しリードする力を育成することを目的とする。 

 

（研究科、教育部） 

第２条 大学院に次の研究科、教育部、課程及び専攻を置く。 

教育学研究科 

修士課程 

教育支援科学専攻 

教科教育専攻 

  教職大学院の課程 

    教育実践創成専攻 

医工農学総合教育部 

博士課程 

４年博士課程 

医学専攻 

３年博士課程 

ヒューマンヘルスケア学専攻 

工学専攻 

統合応用生命科学専攻 

修士課程 

生命医科学専攻 
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看護学専攻 

工学専攻 

生命環境学専攻 

２ 前項の研究科、教育部及び各専攻ごとの人材養成上の目的、及び教育目標は、別表第１

のとおりとする。 

 

（研究部） 

第３条 大学院に総合研究部を置く。 

 

（定員等） 

第４条 大学院の入学定員及び収容定員は、別表第２のとおりとする。 

 

第２節 学年、学期及び休業日 

（学年） 

第５条 学年は、４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

 

（学期） 

第６条 学年を次の２学期に分ける。 

前期 ４月１日から９月３０日まで 

後期 １０月１日から翌年３月３１日まで 

 

（休業日） 

第７条 学年中の定期休業日は、次のとおりとする。 

(1) 日曜日 

(2) 土曜日 

(3) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

(4) 開学記念日（１０月１日） 

２ 春季休業、夏季休業及び冬季休業については、別に定める。 

３ 臨時の休業日については、その都度定める。 

 

第３節 入学 

（入学の時期） 

第８条 入学の時期は、学年の始めとする。ただし、後期の始めに入学させることができる。 

 

（修士課程の入学資格） 

第９条 修士課程に入学することのできる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

(1) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第８３条に定める大学（以下「大学」という。）

を卒業した者 

(2) 学校教育法第１０４条第４項の規定により学士の学位を授与された者 

(3) 外国において、学校教育における１６年の課程を修了した者 

(4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当

該外国の学校教育における１６年の課程を修了した者 

(5) 我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における１６

年の課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度

において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課

程を修了した者 

(6) 外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況について、当該

外国の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準ずるも

のとして文部科学大臣が別に指定するものに限る。）において、修業年限が３年以上であ

る課程を修了すること（当該外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国にお

いて履修することにより当該課程を修了すること及び当該外国の学校教育制度において
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位置付けられた教育施設であって前号の指定を受けたものにおいて課程を修了すること

を含む。）により、学士の学位に相当する学位を授与された者 

(7) 文部科学大臣の指定した者 

(8) 専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定める

基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める

日以後に修了した者 

(9) 大学に３年以上在学し、又は外国において学校教育における１５年の課程を修了し、

所定の単位を優れた成績をもって修得したものと大学院において認めた者 

(10)大学院において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学力が

あると認めた者で、２２歳に達したもの 

 

 （教職大学院の課程の入学資格） 

第９条の２ 教職大学院の課程に入学することのできる者は、教育職員免許法（昭和２４年

法律第１４７号）に定める免許状（一種）を有し、かつ前条各号のいずれかに該当する者

とする。 

 

（４年博士課程の入学資格） 

第１０条 ４年博士課程に入学することができる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

(1) 大学の医学部医学科を卒業した者 

(2) 大学の歯学部を卒業した者 

(3) 大学における修業年限６年の獣医学又は薬学を履修する課程を修了した者 

(4) 外国において学校教育における１８年の課程（最終の課程は、医学、歯学、獣医学又

は薬学）を修了した者 

(5) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当

該外国の学校教育における１８年の課程（最終の課程は、医学、歯学、獣医学又は薬学

を履修する課程に限る。）を修了した者 

(6) 我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における１８

年の課程（最終の課程は医学、歯学、獣医学又は薬学）を修了したとされるものに限る。）

を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって、

文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者 

(7) 外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況について、当該

外国の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準ずるも

のとして文部科学大臣が別に指定するものに限る。）において、修業年限が５年（医学、

歯学、獣医学又は薬学に限る）以上である課程を修了すること（当該外国の学校が行う

通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該課程を修了するこ

と及び当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって前号の指定を

受けたものにおいて課程を修了することを含む。）により、学士の学位に相当する学位を

授与された者 

(8) 文部科学大臣の指定した者 

(9) 大学（医学、歯学、獣医学又は薬学を履修する課程に限る。）に４年以上在学し、又は

外国において学校教育における１６年の課程（医学、歯学、獣医学又は薬学を履修する

課程に限る。）を修了し、大学院の定める単位を優秀な成績で修得したと認めた者 

(10)外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当

該外国の学校教育における１６年の課程（医学、歯学、獣医学又は薬学を履修する課程

に限る。）を修了し、大学院の定める単位を優秀な成績で修得したと認めた者 

(11)我が国において、外国の大学の１６年の課程（医学、歯学、獣医学又は薬学を履修す

る課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度に

おいて位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程

を修了し、大学院の定める単位を優秀な成績で修得したと認めた者 

(12)学校教育法第１０２条第２項の規定により大学院に入学した者であって、大学院にお

いて、大学院における教育を受けるにふさわしい学力があると認めた者 
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(13)大学院において、個別の入学資格審査により、大学の医学部医学科を卒業した者と同

等以上の学力があると認めた者で、２４歳に達したもの 

 

（３年博士課程の入学資格） 

第１１条 ３年博士課程に入学することのできる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

(1) 修士の学位又は学校教育法第１０４条第１項に規定する専門職大学院の課程を修了し

た者に授与される文部科学大臣の定める学位（以下この条において「「専門職学位」とい

う。）を有する者 

(2) 外国において、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(3) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修し、修士の学位又

は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(4) 我が国において、外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度に

おいて位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程

を修了し、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(5) 国際連合大学本部に関する国際連合と日本国との間の協定の実施に伴う特別措置法（昭

和５１年法律第７２号）第１条第２項に規定する１９７２年１２月１１日の国際連合決

議に基づき設立された国際連合大学（以下「国際連合大学」という。）の課程を修了し、

修士の学位に相当する学位を授与された者 

(6) 外国の学校、第４号の指定を受けた教育施設又は国際連合大学の教育課程を履修し、

大学院設置基準第１６条の２に規定する試験及び審査に相当するものに合格し、修士の

学位を有する者と同等以上の学力があると認められた者  

(7) 文部科学大臣の指定した者 

(8) 大学院において、個別の入学資格審査により、修士の学位又は専門職学位を有する者

と同等以上の学力があると認めた者で、２４歳に達したもの 

 

（入学出願の手続） 

第１２条 入学志願者は、所定の手続により、願い出なければならない。 

 

（入学者の選考） 

第１３条 入学志願者については、選考の上、当該研究科委員会、又は教育部教授会の意見

を聴いて、学長が合格者を決定する。 

２ 入学者の選考に関する必要な事項は、別に定める。 

 

（入学手続及び入学許可） 

第１４条 前条の選考に合格した者は、所定の期日までに、入学宣誓書その他指定の書類を

提出するとともに、入学料を納入しなければならない。ただし、入学料の免除及び徴収猶

予を願い出た者の入学料の納入については、この限りでない。 

２ 学長は、前項の入学手続を終えた者に対し、入学を許可する。 

 

（再入学） 

第１５条 大学院を退学した者、又は第３６条第５号の規定により除籍された者が、再入学

を願い出たときは、選考の上、学期の始めに入学を許可することがある。ただし、懲戒に

よる退学者の再入学は認めない。 

 

（転入学） 

第１６条 他の大学院の学生で、大学院に転入学を志願する者については、選考の上、入学

を許可することがある。 

２ 前項の規定により、転入学を志願する者は、現に在籍する大学院の研究科長、教育部長

又は学長の許可証を提出しなければならない。 

 

（転専攻等） 
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第１７条 大学院（教職大学院の課程を除く。）の学生で、他の専攻及びそれに設置されるコ

ースへ転専攻、転コースを志願する者については、当該研究科委員会、又は教育部教授会

の意見を聴いて、許可することがある。 

２ 前項に関する必要な事項は、別に定める。 

 

第４節 標準修業年限及び在学年限 

（標準修業年限） 

第１８条 修士課程及び教職大学院の課程の標準修業年限は、２年とする。 

２ ４年博士課程の標準修業年限は、４年とする。 

３ ３年博士課程の標準修業年限は、３年とする。 

 

（在学年限） 

第１９条 修士課程及び教職大学院の課程には、４年を超えて在学することができない。 

２ ４年博士課程には８年を超えて在学することができない。 

３ ３年博士課程には６年を超えて在学することができない。 

４ 転入学、再入学又は転専攻を許可された者の在学年限は、所属研究科委員会、又は教育

部教授会の意見を聴いて、学長が決定する。 

 

（長期履修学生） 

第１９条の２ 大学院（教職大学院の課程を除く。）において、職業を有している等の事情に

より、標準修業年限を超えて一定の期間にわたり計画的に教育課程を履修し卒業すること

を希望する者に対しては、教育研究に支障がない場合に限り、長期履修学生としてその計

画的な履修を認めることがある。 

２ 長期履修学生の標準修業年限及び在学年限等必要な事項は、第１８条及び第１９条の規

定にかかわらず、別に定める。 

 

第５節 教育課程及び履修方法等 

（教育課程の編成方針等） 
第２０条 大学院（教職大学院の課程を除く。）の教育は、その教育上の目的を達成するため

に必要な授業科目を開設するとともに、学位論文の作成等に対する指導（以下「研究指導」

という。）の計画を策定し、体系的に教育課程を編成するものとする。 
２ 教職大学院の課程は、その教育上の目的を達成するため必要な授業科目を開設し、体系的に

教育課程を編成するものとする。 
３ 教育課程の編成に当たっては、大学院は、専攻分野に関する高度の専門知識及び能力を

修得させるとともに、当該専攻分野に関する基礎的素養を涵養するよう適切に配慮するも

のとする。 
４ 教育学研究科の授業科目、単位数及び履修方法は、山梨大学大学院教育学研究科規則（以

下「教育学研究科規則」という。）の定めるところによる。 
５ 医工農学総合教育部の授業科目、単位数及び履修方法は、山梨大学大学院医工農学総合

教育部細則（以下「教育部細則」という。）の定めるところによる。 
 
（授業の方法） 

第２０条の２ 授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより又はこれら

の併用により行うものとする。 
２ 文部科学大臣が別に定めるところにより、前項の授業を、多様なメディアを高度に利用

して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。 
３ 第１項の授業を、外国において履修させることができる。前項の規定により、多様なメ

ディアを高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させる場合についても、

同様とする。 
４ 文部科学大臣が別に定めるところにより、第１項の授業の一部を、校舎及び附属施設以

外の場所で行うことができる。 
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 （単位の計算基準） 
第２０条の３ １単位の授業科目に必要な学修の時間及び計算基準については、山梨大学学

則第２４条を準用する。 
２ 一の授業科目について、講義・演習・実験・実習又は実技のうち二以上の方法の併用に

より行う場合の単位数を計算するときは、その組合せに応じ、前項により準用する規程を

考慮した時間の授業をもって１単位とする。 
３ 前項に関し必要な事項は、別に定める。 
 
 （成績評価の基準等） 
第２０条の４ 教育学研究科及び医工農学総合教育部は、学生に対して授業及び研究指導の

方法及び内容並びに一年間の授業及び研究指導の計画をあらかじめ明示するものとする。 
２ 教育学研究科及び医工農学総合教育部は、学修の成果及び学位論文に係る評価並びに修

了の認定に当たっては、客観性及び厳格性を確保するため、学生に対してその基準をあら

かじめ明示するとともに、当該基準に従って適切に行うものとする。 
３ 前項に関し必要な事項は、別に定める。 
 

（教育方法の特例） 

第２１条 教育上特別の必要があると認められる場合には、夜間その他特定の時間又は時期

において授業又は研究指導を行う等の適当な方法により教育を行うことができる。 

 

（他の研究科又は教育部における授業科目の履修） 

第２２条 大学院（教職大学院の課程を除く。）が教育上有益と認めるときは、学生が大学院

の定めるところにより他の研究科又は教育部において履修した授業科目について修得した

単位を、当該研究科又は教育部における授業科目の履修により修得したものとみなすこと

ができる。 

２ 前項に関する必要な事項は、教育学研究科規則又は教育部細則の定めるところによる。 

 

（他の大学院における授業科目の履修） 

第２３条 大学院（教職大学院の課程を除く。）が教育上有益と認めるときは、学生が大学院

の定めるところにより他の大学院（外国の大学院及び国際連合大学の教育課程を含む。）に

おいて履修した授業科目について修得した単位を、大学院における授業科目の履修により

修得したものとみなすことができる。 

２ 前項に関する必要な事項は、教育学研究科規則又は教育部細則の定めるところによる。 

 

（他の大学院等における研究指導） 

第２４条 大学院（教職大学院の課程を除く。）が教育上有益と認めるときは、学生が他の大

学院又は研究所等において、必要な研究指導を受けることを認めることができる。 

２ 前項に関する必要な事項は、教育学研究科規則又は教育部細則の定めるところによる。 

 

（転専攻前の専攻で修得した授業科目の単位） 

第２５条 大学院（教職大学院の課程を除く。）が教育上有益と認めるときは、転専攻を許可

された学生が転専攻前の専攻において履修した授業科目について修得した単位を、転専攻

後の専攻における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

２ 前項に関する必要な事項は、別に定める。 

 

（入学前の既修得単位の認定） 

第２６条 大学院（教職大学院の課程を除く。）が教育上有益と認めるときは、学生が大学院

に入学する前に大学院又は他の大学院（外国の大学院及び国際連合大学の教育課程を含

む。）において履修した授業科目について修得した単位（大学院設置基準（昭和４９年文部

省令第２８号）第１５条に定める科目等履修生として修得した単位を含む。）を、大学院に
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入学した後の大学院における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

２ 前項に関する必要な事項は、教育学研究科規則又は教育部細則の定めるところによる。 

 

（単位修得の認定等） 

第２７条 各授業科目の単位修得の認定は、試験、研究報告又はその他の審査により行う。 

２ 前項に関する必要な事項は、教育学研究科規則又は教育部細則の定めるところによる。 

 

（教育職員の免許状） 

第２８条 教育職員の免許状授与の所要資格を取得しようとする者は、教育職員免許法（昭

和２４年法律第１４７号）及び教育職員免許法施行規則（昭和２９年文部省令第２６号）

に定める所要の単位を修得しなければならない。 

２ 本学の大学院において前項の所要資格を取得できる教育職員の免許状の種類は、教育学

研究科規則又は教育部細則の定めるところによる。 

 

（教育方法等に関するその他の事項） 

第２９条 第２０条から第２８条に定めるもののほか、教育方法等に関する必要な事項は、

別に定める。 

 

第６節 留学、休学、復学、転学、退学及び除籍 

（留学） 

第３０条 学生が他の大学院等で修学しようとするときは、所定の手続を経て留学すること

ができる。 

２ 前項の規定により留学した期間は、第１８条及び第１９条の期間に算入する。ただし、

休学によって他の大学院等で学修したものは、第３７条、第３８条及び第３９条に規定す

る課程の修了要件とはならない。 

 

（休学） 

第３１条 学生が、病気その他特別の理由により２月以上修学することができないときは、

所定の手続を経て、休学することができる。 

２ 病気等の理由により修学することが適当でないと認められる者に対しては、所定の手続

を経て学長は、期間を定めて休学を命ずることができる。 

 

（休学の期間） 

第３２条 休学の期間は、１年以内とする。ただし、特別の事情がある場合には、通算して、

修士課程にあっては２年、４年博士課程にあっては４年、３年博士課程にあっては３年ま

で休学を許可することがある。 

２ 休学した期間は、第１９条、第３７条、第３８条及び第３９条の期間に算入しない。 

 

（復学） 

第３３条 学生が休学期間中にその理由が消滅し、復学しようとするときは、所定の手続を

経て、学長に願い出て、復学することができる。 

 

（転学） 

第３４条 学生が、他の大学院に転学しようとするときは、所定の手続を経て、学長に願い

出て、許可を受けなければならない。 

 

（退学） 

第３５条 学生が、退学しようとするときは、所定の手続を経て、学長に願い出て、許可を

受けなければならない。 

 

（除籍） 
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第３６条 学生が次の各号のいずれかに該当するときは、所定の手続を経て、学長は当該学

生を除籍する。 

(1) 修士課程及び教職大学院の課程に４年在学して、なお第３７条に規定する課程修了の

要件を満たすことができない者 

(2) ３年博士課程に６年在学して、なお第３９条に規定する課程修了の要件を満たすこと

ができない者 

(3) ４年博士課程に８年在学して、なお第３８条に規定する課程修了の要件を満たすこと

ができない者 

(4) 第３２条第１項の期間を超えて、なお修学できない者 

(5) 入学料の免除又は徴収猶予の申請をした者のうち、不許可になった者又は半額免除が

許可になった者及び徴収猶予が許可された者で、所定の期日までに入学料を納入しない

者 

(6) 授業料の納入を怠り、督促してもなお納入しない者 

(7) 長期間にわたり行方不明の者 

 

第７節 課程の修了要件及び学位の授与 

（修士課程の修了要件） 

第３７条 修士課程の修了の要件は、当該課程に２年以上在学し、教育学研究科規則又は教

育部細則で定める授業科目について３０単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受け

た上、当該修士課程の目的に応じ、修士論文又は特定の課題についての研究の成果の審査

及び最終試験に合格することとする。ただし、在学期間に関しては、優れた業績を上げた

者については、当該課程に１年以上在学すれば足りるものとする。 

 

（教職大学院の課程の修了要件） 

第３７条の２ 教職大学院の課程の修了要件は、当該課程に２年以上在学し、４６単位以上

（実習１０単位を含む。）を修得することとする。 

 

（博士論文研究基礎力審査による修了） 

第３７条の３ 大学院設置基準第４条第４項の規定により修士課程として取り扱うものとす

る課程の修了要件は、当該博士課程の目的を達成するために必要と認められる場合には、

第３７条に規定する大学院の行う修士論文又は特定の課題についての研究の成果の審査及

び最終試験に合格することに代えて、大学院が行う次に掲げる試験及び審査（この条にお

いて「博士論文研究基礎力審査」という。）に合格することとすることができる。 

(1) 専攻分野に関する高度の専門的知識及び能力並びに当該専攻分野に関連する分野の基

礎的素養であって当該過程において修得し、又は涵養すべきものについての試験 

(2) 博士論文に係る研究を主体的に遂行するために必要な能力であって当該課程において

修得すべきものについての審査 

２ 前項に関する必要な事項は、別に定める。 

 

（４年博士課程の修了要件） 

第３８条 ４年博士課程の修了の要件は、当該課程に４年以上在学し、教育部細則に定める

授業科目について３０単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、博士論文の

審査及び最終試験に合格することとする。ただし、在学期間に関しては、優れた研究業績

を上げた者については、当該課程に３年以上在学すれば足りるものとする。 

 

（３年博士課程の修了要件） 

第３９条 ３年博士課程の修了の要件は、当該課程に３年以上在学し、教育部細則で定める

授業科目について、ヒューマンヘルスケア学専攻においては１６単位以上、他の専攻にお

いては１４単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、博士論文の審査及び最

終試験に合格することとする。ただし、在学期間に関しては、優れた研究業績を上げた者

については、当該課程に１年以上在学すれば足りるものとする。 
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２ 前項の規定にかかわらず、第３７条第１項ただし書の規定による在学期間をもって修士

課程を修了した者の３年博士課程の修了要件については、前項ただし書中「１年」とある

のは「２年」と読み替えて、同項の規定を適用する。 

 

 （教職大学院の課程に係る連携協力校） 

第３９条の２ 教職大学院の課程は、第３７条の２に規定する実習その他当該課程の教育上

の目的を達成するために、連携協力校を確保するものとする。 

 

（学位の授与等） 

第４０条 修士課程の修了を認定された者に対して、修士の学位を授与する。 

２ 教職大学院の課程の修了を認定された者に対して、教職修士（専門職）の学位を授与す

る。 

３ 博士課程の修了を認定された者に対して、博士の学位を授与する。 

４ 前項に定める者のほか、博士の学位は、博士課程を経ない者であっても、本学に博士の

学位の授与を申請し、博士論文を提出してその審査に合格し、かつ、当該課程を修了した

者と同等以上の学力があると確認された者にも授与する。 

５ 学位論文の審査及び最終試験の方法、その他学位に関し必要な事項は、山梨大学学位細

則の定めるところによる。 

 

第８節 賞罰 

（表彰） 

第４１条 学生として表彰に価する行為があった場合は、学長が表彰することがある。 

 

（懲戒） 

第４２条 大学院の規則に違反し、又は学生としての本分に反する行為をした者は、所属研

究科委員会又は教育部教授会の意見を聴いて、学長が懲戒する。 

２ 前項の懲戒の種類は、退学、停学及び訓告とする。 

３ 前項の退学は、次の各号の一に該当する者に対して行う。 

(1) 性行不良で改善の見込みのないと認められる者 

(2) 正当な理由がなくて出席常でない者 

(3) 本学の秩序を乱し、その他学生としての本分に著しく反した者 

４ 停学の期間は、第１８条に規定する修業年限には算入せず、第１９条に規定する在学年

限には算入する。 

 

第９節 研究生等 

（研究生） 

第４３条 大学院（教職大学院の課程を除く。）において特定の専門事項について研究するこ

とを志願する者に対しては、教育研究に支障のない場合に限り、選考の上、研究生として

入学を許可することがある。 

２ 研究生に関する必要な事項は、別に定める。 

 

（科目等履修生） 

第４４条 大学院（教職大学院の課程を除く。）において一又は複数の授業科目の履修を志願

する者に対しては、教育研究に支障がない場合に限り、選考の上、科目等履修生として入

学を許可することがある。 

２ 科目等履修生に関する必要な事項は、別に定める。 

 

（特別研究学生） 

第４５条 他の大学院（外国の大学院を含む。）の学生で、大学院（教職大学院の課程を除く。）

において特定の研究課題について研究指導を受けることを志願する者に対しては、当該大

学院との協議に基づき、特別研究学生として入学を許可することがある。 
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２ 特別研究学生に関する必要な事項は、別に定める。 

 

（特別聴講学生） 

第４６条 他の大学院（外国の大学院を含む。）の学生で、大学院（教職大学院の課程を除く。）

において特定の授業科目の履修を志願する者に対しては、当該大学院との協議に基づき、

特別聴講学生として入学を許可することがある。 

２ 特別聴講学生に関する必要な事項は、別に定める。 

 

（外国人留学生） 

第４７条 日本の大学において教育を受ける目的をもって入国した外国人で、大学院（教職

大学院の課程を除く。）に学生として入学を志願する者があるときは、特別に選考の上、外

国人留学生として入学を許可することがある。 

２ 日本の大学において教育を受ける目的をもって入国した外国人で、大学院（教職大学院

の課程を除く。）に研究生、科目等履修生、特別研究学生又は特別聴講学生として入学を志

願する者があるときは、教育研究に支障がない場合に限り、選考の上、外国人留学生とし

て入学を許可することがある。 

３ 外国人留学生に関する必要な事項は、別に定める。 

 

第１０節 その他 

（検定料、入学料及び授業料） 

第４８条 検定料、入学料及び授業料に関する規程は、別に定める。 

 

（改正） 

第４９条 この学則の改正については、教育研究評議会において、出席した委員の過半数の

賛成を必要とする。 

 

附 則 

１ この学則は、平成１６年４月１日から施行する。 

２ 山梨大学大学院学則（平成７年４月１日制定）、山梨医科大学大学院規則（昭和６１年４

月１日制定）及び山梨大学大学院学則（平成１４年１０月１日制定）は、廃止する。 

３ 国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）附則第１７条の規定に基づき、山梨大学

大学院及び山梨医科大学大学院を修了するために必要であった教育課程の履修を本大学院

において行う者に係る教育課程の履修その他当該学生の教育に関し必要な事項は、別に定

める。 

   附 則 

この学則は、平成１７年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この学則は、平成１７年１２月１日から施行し、平成１７年９月９日から適用する。 

附 則 

この学則は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成２０年１月２３日から施行する。 

附 則 

１ この学則は、平成２０年４月１日から施行する。 

 ２ 前項の規程にかかわらず、物質・生命工学専攻及び当該教育課程は、施行日前に在学

する者が在学しなくなるまでの間、存続するものとする。 

 ３ 物質生命・工学専攻及び自然機能開発専攻の平成２０年度収容定員は、別表（第４条

関係）の規定にかかわらず、次のとおりとする。 

専   攻 収 容 定 員 

 物質・生命工学専攻    ３０人 

 自然機能開発専攻    ５２人 
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附 則 

１ この学則は、平成２１年４月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、自然機能開発専攻及び当該教育課程は、施行日前に在学す

る者が在学しなくなるまでの間、存続するものとする。 

附 則 

１ この学則は、平成２２年４月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、教育学研究科学校教育専攻、障害児教育専攻、教科教育専

攻の各専修及び教育課程は、施行日前に在学する者が在学しなくなるまでの間、存続す

るものとする。 

３ 教育学研究科修士課程及び教職大学院の課程の平成２２年度収容定員は、別表（第４

条関係）の規定にかかわらず、次のとおりとする。 

 

研 究 科 課 程 専 攻 収容定員 

教育学研究科 
 修士課程 

 学校教育専攻   ６（１） 

 障害児教育専攻   ３ 

 教育支援科学専攻   ６（１） 

 教科教育専攻  ５５（５） 

    計   ７０（７） 

 教職大学院の課程  教育実践創成専攻   １４ 

 

４ 転専攻等については、第１７条第１項の規定にかかわらず、施行日前に在学する者は、

コースを専修と読み替えるものとする。 

５ 第４条に定める医学工学総合教育部博士課程の収容定員は、同条の規定にかかわらず、

次のとおりとする。 

研究科 課 程 専 攻 名 
収 容 定 員 

平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

医学工学

総合教育

部 

博

士

課

程 

４年 

先進医療科学専攻 ８０ ７６ ７２ 

生体制御学専攻 ４６ ４４ ４２ 

計 １２６ １２０ １１４ 

３年 

ヒューマンヘルスケア学専攻 １２ １２ １２ 

人間環境医工学専攻 ５２ ５０ ４８ 

機能材料システム工学専攻 ３６ ３３ ３０ 

情報機能システム工学専攻 ３３ ３０ ２７ 

環境社会創生工学専攻 ３６ ３３ ３０ 

計 １６９ １５８ １４７ 

計 ２９５ ２７８ ２６１ 

合   計 

（７） 

８７９ 

〔６〕 

（６） 

８６２ 

〔６〕 

（６） 

８４５ 

〔６〕 

 

附 則 

この学則は、平成２４年７月２５日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成２６年９月２９日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成２７年４月１日から施行し、第２条及び第４条については、平成２６年

１２月２４日から適用する。 

附 則 
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１ この学則は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、施行日前に設置されている医学工学総合教育部修士課程医

科学専攻、機械システム工学専攻、電気電子システム工学専攻、コンピュータ・メディ

ア工学専攻、土木環境工学専攻、応用化学専攻、生命工学専攻、持続社会形成専攻、人

間システム工学専攻及び当該教育課程は、施行日前に在学する者が在学しなくなるまで

の間、存続するものとする。 

３ 医工農学総合教育部修士課程及び前項の規定により存続する医学工学総合教育部修士

課程の平成２８年度の収容定員は、同条の規定にかかわらず、次のとおりとする。 

研究科、教育部 専 攻 収容定員 

医学工学総合教育部 

医科学専攻 ２０ 

看護学専攻 １６ 

機械システム工学専攻 ３３ 

電気電子システム工学専攻 ２７ 

コンピュータ・メディア工学専攻 ３０ 

土木環境工学専攻 ２７ 

応用化学専攻 ３０ 

生命工学専攻 ２２ 

持続社会形成専攻 ２４ 

人間システム工学専攻 １８ 

医工農学総合教育部 

生命医科学専攻 １０ 

看護学専攻 １４ 

工学専攻 １８１ 

生命環境学専攻 ４５ 

合   計 ４９７ 

 

４  附則第１項の規定にかかわらず、施行日前に設置されている医学工学総合教育部博士

課程先進医療科学専攻、生体制御学専攻、ヒューマンヘルスケア学専攻、人間環境医工

学専攻、機能材料システム工学専攻、情報機能システム工学専攻、環境社会創生工学専

攻及び当該教育課程は、施行日前に在学する者が在学しなくなるまでの間、存続するも

のとする。 

５ 前項の規定により存続する医学工学総合教育部博士課程及び医工農学総合教育部博士

課程の平成２８年度から平成３０年度までの収容定員は、同条の規定にかかわらず、次

のとおりとする。 

研究科、教育部 専 攻 
収 容 定 員 

平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

医学工学総合教育部 

先進医療科学専攻 ５１ ３４ １７ 

生体制御学専攻 ３０ ２０ １０ 

ヒューマンヘルスケア学専攻 ８ ４ ０ 

人間環境医工学専攻 ３２ １６ ０ 

機能材料システム工学専攻 ２０ １０ ０ 

情報機能システム工学専攻 １８ ９ ０ 

環境社会創生工学専攻 ２０ １０ ０ 

医工農学総合教育部 

先進医療科学専攻 １７ ３４ ５１ 

生体制御学専攻 １０ ２０ ３０ 

ヒューマンヘルスケア学専攻 ４ ８ １２ 

人間環境医工学専攻 １６ ３２ ４８ 

機能材料システム工学専攻 １０ ２０ ３０ 

情報機能システム工学専攻 ９ １８ ２７ 

環境社会創生工学専攻 １０ ２０ ３０ 

合   計 ２５５ ２５５ ２５５ 
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附 則 

この規則は、平成２８年１１月２９日から施行し、平成２８年４月１日から適用する。 

附 則 

１ この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ 第４条に定める医工農学総合教育部博士課程の平成３０年度から平成３２年度までの収

容定員は、同条の規定にかかわらず、次のとおりとする。 

研究科、教育部 課 程 専 攻 

収 容 定 員 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

平成 

32 年度 

医工農学 

総合教育部 

博

士

課

程 

４年 医学専攻 ２０ ４０ ６０ 

３年 

ヒューマンヘルスケア学専攻 １２ １２ １２ 

工学専攻 ２３ ４６ ６９ 

統合応用生命科学専攻 １０ ２０ ３０ 

 

３ 第１項の規定にかかわらず、施行日前に設置されている医工農学総合教育部博士課程先

進医療科学専攻、生体制御学専攻、人間環境医工学専攻、機能材料システム工学専攻、情

報機能システム工学専攻、環境社会創生工学専攻及び当該教育課程は、施行日前に在学す

る者が在学しなくなるまでの間、存続するものとする。 

４ 前項の規定により存続する医工農学総合教育部博士課程の平成３０年度から平成３２年

度までの収容定員は、第４条の規定にかかわらず、次のとおりとする。 

研究科、教育部 課 程 専 攻 

収 容 定 員 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

平成 

32 年度 

医工農学 

総合教育部 

博

士

課

程 

４年 
先進医療科学専攻 ５１ ３４ １７ 

生体制御学専攻 ３０ ２０ １０ 

３年 

人間環境医工学専攻 ３２ １６ ― 

機能材料システム工学専攻 ２０ １０ ― 

情報機能システム工学専攻 １８ ９ ― 

環境社会創生工学専攻 ２０ １０ ― 
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別表第１(第２条第２項関係) 

研究科、教育部 人材養成上の目的 教育目標 

教育学研究科 現代社会が直面する課題の解

決に応用でき、また、これら応

用研究の基礎となる学術研究

を、国際的視野を持って創造的

に推進する優れた研究者並び

に高度で専門的な知識と能力

を有する職業人の養成 

教育実践に関わる学術諸分野と一般

社会における専門的職業人の養成を

目指します。 

医工農学総合教育部 

博士課程 

現代社会が直面する課題の解

決に応用でき、また、これら応

用研究の基礎となる学術研究

を、国際的視野を持って創造的

に推進する優れた研究者並び

に高度で専門的な知識と能力

を有する職業人の養成 

研究者もしくは高度な専門技術者と

して自立して研究活動を行うに必要

な深い学識と高度な研究能力並びに

高い倫理観を備えた優れた研究者も

しくは高度な専門技術者の養成を目

指します。 

医工農学総合教育部 

修士課程 

現代社会が直面する課題の解

決に応用でき、また、これら応

用研究の基礎となる学術研究

を、国際的視野を持って創造的

に推進する優れた研究者並び

に高度で専門的な知識と能力

を有する職業人の養成 

専門知識及び開発能力、問題発見・解

決能力、国際的コミュニケーション能

力を修得し、専門技術者・研究者とし

て社会に貢献できる人材の養成を目

指します。 
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専攻 人材養成上の目的 教育目標 

教育支援科学専攻 学校教育に関わる諸問題について

理論的・実践的な研究を深め、教

育の本質とその現代的・将来的な

課題を探求し得る高度な専門性並

びに障害児教育についての高度な

研究と実践に必要な専門的能力を

有する有為な人材の養成 

 

一人ひとりの子どもたちの教育を受

ける権利を保障しその成長発達のニ

ーズに応え支援する教育実践・教育制

度を探求し新たな教育実践を構想す

る力の基盤となる、教育支援科学的調

査研究法とそれを駆使した知見の開

発の進展と教育を目指します。 

教科教育専攻 教科の教育内容に関する専門的知

識を深め、教材とそのシークエン

ス及び授業法を開発できる人材の

養成 

教科の教育内容に関する専門的知識

を深め教材とそのシークエンスおよ

び授業法について開発する力を育成

するために、文化特性に応じて、各文

化領域(言語文化、社会文化、科学文

化、芸術文化、身体文化)における教

育内容の核を構成する本質的知見お

よび教材研究・授業法に関する基礎研

究の進展とその教育を目指します。 

教育実践創成専攻 ・地域や学校において指導的・中

核的な役割を果たし得るに不可欠

な確かな指導理論と高度で優れた

実践力・応用力を備えたスクール

リーダーの養成（現職大学院生） 

・実践的な指導力・展開力を備え

る新しい学校づくりの有力な担い

手として自ら積極的に取り組み、

将来的にリーダーとしての役割を

果たすことができる新人教員の養

成（学部卒大学院生） 

地域の学校の課題に即した学校改

善・授業改善の構想力・実践力を育成

するとともに、教育に関する高度の実

践的専門性と教育実践を具体的な場

でリードする力の育成を目指します。 
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専攻 人材養成上の目的 教育目標 

医学専攻 臨床あるいは研究の場において、

独自に課題を設定し、創薬・医療

技術開発、公共健康政策の推進に

寄与できる人材の養成 

医学・医療の分野に関する優れた研究

能力と高度な専門的知識を身に付け、

臨床あるいは研究の場において、創

薬・医療技術開発、医療関連事業、公

共健康政策の推進に貢献できるよう

な、問題意識の高い自立した人材の養

成を目指します。 

ヒューマンヘルス

ケア学専攻 

人間を科学的に理解し、健康生活

の維持、促進を支援できる人材の

養成 

人間を身体・心理・社会的側面から包

括的に捉え、小児・青年・成人・高齢

者の健康問題からの回復および健康

生活の維持・促進を支援することを目

的とするヒューマンヘルスケア学に

ふさわしい実践方法、研究方法、およ

び教育活動の開発・構築に努め、看護

学の発展に寄与する人材の養成を目

指します。 

工学専攻 共通の数理科目を含む体系的な専

門教育カリキュラムにより、企業、

公的研究機関及び高等教育機関に

おける研究開発の中核を担う能力

と実践力を有する人材を養成 

医工農の分野を越えた研究指導体制

と学際的教育を施すことにより工学

とその周辺領域の俯瞰力と産業や研

究開発マネジメント力を涵養する。ま

た、部共通の科学者倫理科目に加え専

攻共通のリスクマネジメント科目を

履修させることにより現代の産業や

工業技術が自然や身体に与える影響

に関する洞察力と高い倫理性を身に

つけた人材の養成を目指します。 

統合応用生命科学

専攻 

医工農の３分野を俯瞰する視野を

持ち、各分野の知識と技術を「統

合・応用」して技術革新をもたら

すことのできる高度な人材の養成 

生命科学を学術の共通基盤とする農

学分野の「生命農学コース」、医学分

野の「生命医科学コース」、工学分野

の「生命工学コース」の３コースが「健

康」を共通のキーワードとして連携し

て教育を行い、医工農の３分野を俯瞰

する視野を持ち、各分野の知識と技術

を「統合・応用」して技術革新を行い、

人類にとって最も普遍的な価値をも

つ「健康」に関する課題に対して複数

の解決法を見いだし、社会の発展及び

人類の福祉に貢献する高度専門職業

人及び研究者の養成を目指します。 
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専攻 人材養成上の目的 教育目標 

生命医科学専攻 高度先端技術と学際的知識を備え

た先進的な研究者、もしくは高度

な専門技術者の養成 

将来の生命科学研究を担う研究者の

養成ばかりではなく、同時に生命科

学、社会医学研究の成果を、医療機関

の現場、保健医療行政および健康教育

分野において実践できる高度の先端

技術と学際的知識を持つ専門技術者

の養成を目指します。 

看護学専攻 質の高い看護サービスを提供でき

る看護専門職の養成 

質の高い看護サービスを提供するた

めに求められる科学的知識と技術を

有する看護専門職の養成を目指しま

す。 

工学専攻 イノベーションの持続的創出を担

いグローバルに活躍できる高度専

門職業人の養成 

工学系高度専門職業人に共通して求

められる解析法および分析法を修得

させるとともに、高度な専門知識およ

び専門応用能力をもち、各種工業技術

を適正かつ効率的に駆使し、産業分野

で中核となって活躍できる人材を育

成します。くわえて、関連する専門分

野をより広く学ぶことにより俯瞰的

なものの見方を身につけ、コミュニケ

ーション能力や国際的視野も兼ね備

え、社会や産業の急速な変化に対応で

きるとともに新たな産業分野におい

ても活躍できる素養を身につけた工

学系高度専門職業人の養成を目指し

ます。 

生命環境学専攻 人類の普遍的課題である「食と健

康」及び「生命と環境」に関する

多様で複雑な諸課題を、農学を基

盤とした学際的取り組みによって

解決へと導くことが出来る高度専

門職業人の養成 

農学を基盤とした文理融合教育によ

り広範な知識を身につけると共に、

「バイオサイエンスコース」、「食

物・ワイン科学コース」、「地域環境マ

ネジメントコース」の各コースの専門

科目を学ぶことにより、「食と健康」

及び「生命と環境」に関する深い専門

性と高度な技術を備えた人材の養成

を目指します。 
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別表第２（第４条関係） 

                                     （単位：人） 

研究科、 

教育部 
課 程 専 攻 入学定員 収容定員 

教
育
学
研
究
科 

修士課程 

教育支援科学専攻 ６ （１） １２ （２） 

教科教育専攻 ２２ （２） ４４ （４） 

        計 ２８ （３） ５６ （６） 

教職大学院

の課程 
教育実践創成専攻 １４  ２８  

医
工
農
学
総
合
教
育
部 

修士課程 

生命医科学専攻 １０  ２０  

看護学専攻 １４  ２８  

工学専攻 １８１  ３６２  

生命環境学専攻 ４５  ９０  

計 ２５０  ５００  

博
士
課
程 

４年 
医学専攻 ２０  ８０  

計 ２０  ８０  

３年 

ヒューマンヘルスケア学専攻 ４  １２  

工学専攻 ２３  ６９  

統合応用生命科学専攻 １０  ３０  

計 ３７  １１１  

計 ５７  １９１  

合 計 ３４９  ７７５  

（注）（ ）は外国人留学生で内数 
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○ 山梨大学学位細則 
制定 平成２７年１１月２６日 

改正 平成３０年 １月３０日 

 

（趣旨） 

第１条 この細則は、学位規則（昭和２８年文部省令第９号。以下「省令」という｡）第１３条、

山梨大学学則（以下「学則」という。）第３８条第２項及び山梨大学大学院学則（以下「大学

院学則」という。）第４０条第５項の規定に基づき、山梨大学（以下「本学」という。）が授

与する学位に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（学位の種類） 

第２条 本学が授与する学位は、学士、修士、博士及び教職修士（専門職）とする。 

２ 学士の学位に付記する専攻分野の名称は、次のとおりとする。 

   教育学部                      学士（教育） 

医学部                       学士（医学） 

〃                      学士（看護学） 

工学部                       学士（工学） 

   生命環境学部                    学士（生命工学） 

      〃                      学士（農学） 

〃                      学士（環境科学） 

      〃                      学士（社会科学） 

３ 修士の学位に付記する専攻分野の名称は、次のとおりとする。 

教育学研究科修士課程                修士（教育学） 

医工農学総合教育部修士課程 

生命医科学専攻                  修士（医科学） 

看護学専攻                                      修士（看護学） 

    工学専攻                    修士（工学） 

    生命環境学専攻                 修士（農学） 

       〃                                        修士（学術） 

 

４ 博士の学位に付記する専攻分野の名称は、次のとおりとする。 

医工農学総合教育部博士課程 

４年博士課程 

医学専攻                   博士（医学） 

３年博士課程 

ヒューマンヘルスケア学専攻                    博士（看護学） 

工学専攻                   博士（工学） 

〃                   博士（学術） 

統合応用生命科学専攻             博士（農学） 

〃                   博士（生命医科学） 

〃                   博士（生命工学） 

 

（学位授与の要件） 

第３条 学士の学位は、本学を卒業した者に授与する。 

２ 修士の学位は、本学大学院修士課程を修了した者に対し授与する。 

３ 博士の学位は、本学大学院博士課程を修了した者に対し授与する。 

４ 教職修士（専門職）の学位は、本学大学院教職大学院の課程を修了した者に対し授与する。 

５ 第３項に定めるもののほか、博士の学位は、本学に学位論文を提出してその審査に合格し、か

つ、本学大学院博士課程を修了した者と同等以上の学力を有することが確認（以下「学力の確

認」という。）された者にも授与することができる。 

 

（学位論文の中間審査） 
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第４条 本学大学院博士課程を修了しようとする者が学位論文の審査を申請する場合において、専

攻により、学位論文の提出に先立って、別に定める学位論文の中間審査を行うことがある。 

 

（修士課程又は博士課程を修了しようとする者の学位論文の提出） 

第５条 本学大学院修士課程又は博士課程を修了しようとする者が学位論文の審査を申請する場

合は、別に定める期日までに、学位論文審査願に学位論文及び別に定めるその他の申請書類を

添え、教育学研究科長又は医工農学総合教育部長に提出するものとする。 

 

（修士課程を修了しようとする者の研究成果の提出） 

第５条の２ 本学大学院修士課程を修了しようとする者が、前条に規定する学位論文に代え、山梨

大学大学院学則第３７条第１項に規定する特定の課題についての研究の成果（以下「研究成果」

という。）の審査を申請する場合は、別に定める期日までに、研究成果審査願に研究成果及び

別に定めるその他の申請書類を添え、教育学研究科長又は医工農学総合教育部長に提出するも

のとする。 

 

（課程を経ない者の学位授与の申請） 

第６条 第３条第５項の規定により学位の授与を申請する者は、学位論文審査願に学位論文及び別

に定めるその他の申請書類を添え、医工農学総合教育部長に提出するとともに、国立大学法人

山梨大学授業料等に関する規程第８条に規定する学位論文審査手数料を納入しなければならな

い。 

２ 前項の場合において、本学大学院博士課程に標準修業年限以上在学し、所定の単位を修得して

退学した者が、退学後１年以内に学位論文を提出した場合には、学位論文審査手数料は免除す

る。 

 

（学位論文又は研究成果の提出） 

第７条 提出する学位論文又は研究成果は、１編とする。ただし、参考として他の論文を添付する

ことができる。 

２ 学位論文又は研究成果の審査のため必要があると認めるときは、提出者に対して、当該論文の

訳文、模型、標本等の資料の提出を求めることができる。 

 

（学位論文、研究成果及び学位論文審査手数料の返付） 

第８条 受理した学位論文、研究成果及び既納の学位論文審査手数料は、返付しない。 

 

（審査の付託） 

第９条 教育学研究科長は、第５条により提出された学位論文又は研究成果を受理したときは、そ

の審査及び最終試験を教育学研究科委員会に付託するものとする。 

 ２ 医工農学総合教育部長は、第５条及び第６条第１項により提出された学位論文又は研究成果を

受理したときは、その審査及び最終試験又は専攻分野に関する学力の確認を医工農学総合教育

部教授会に付託するものとする。 

 

（審査委員） 

第１０条 教育学研究科委員会及び医工農学総合教育部教授会（以下「研究科委員会等」という。）

は、前条の付託を受けたときは、審査する学位論文又は研究成果ごとに、審査及び最終試験又

は学力の確認を行うため、論文等審査委員会を設置する。 

２ 論文等審査委員会の委員の選出等については、別に定める。 

 

（最終試験） 

第１１条 修士課程又は博士課程を修了しようとする者に対する最終試験は、学位論文又は研究成

果の審査が終わった後、その関連分野について、口答又は筆答により行うものとする。 

 

（学力の確認） 

第１２条 第３条第５項の規定により、学位論文を提出して学位の授与を申請した者に対する学力
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の確認は、博士課程を修了した者と同等以上の学力を有し、かつ、研究者として自立して研究

活動を行うに必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学職を有するか否かについて、

口頭又は筆答試問により行うものとする。 

 

（学力確認の特例） 

第１３条 第３条第５項の規定により、学位の授与を申請した者が、本学大学院博士課程に標準修

業年限以上在学し、所定の単位を修得した者であるときは、医工農学総合教育部教授会で定め

る年限内に限り、前条の学力の確認を免除することができる。 

 

（審査期間） 

第１４条 修士課程又は博士課程を修了しようとする者の学位論文又は研究成果の審査及び最終

試験は、当該学生の在学する期間内に終了するものとする。 

２ 第３条第５項の規定により、学位の授与を申請した者の審査期間は、医工農学総合教育部長が

当該学位授与の申請を受理した日から１年以内に終了するものとする。ただし、特別の理由が

生じ、医工農学総合教育部教授会が承認したときは、その期間を更に１年以内に限り延長する

ことができる。 

 

（審査結果の報告） 

第１５条 論文審査委員会は、学位論文又は研究成果の審査及び最終試験又は学力の確認を終了し

たときは、直ちにその結果を、文書をもって当該研究科委員会等に報告しなければならない。 

 

（学位授与の審議） 

第１６条 研究科委員会等は、前条の報告に基づき学位授与の可否を審議し、議決するものとする。 

２ 前項の議決をするには、出席委員の３分の２以上の賛成を必要とする。 

 

（学長への報告） 

第１７条 教育学研究科長又は医工農学総合教育部長は、前条第１項の議決をしたときは、議決の

結果を文書をもって学長に報告しなければならない。 

 

（学位の授与等） 

第１８条 学長は卒業を認定した者に対し、所定の学位記を授与する。 

２ 学長は、前条の報告に基づき、学位の授与を決定した者には所定の学位記を授与し、学位を授

与することが適当でないとされた者には、その旨を通知するものとする。 

 

（学位簿への登録及び学位授与の報告） 

第１９条 学長は、修士又は博士の学位を授与したときは、本学の学位簿に登録する。 

２ 第１８条第２項の規定により、博士の学位を授与したときは、学長は省令第１２条の定めると

ころにより、文部科学大臣に報告するものとする。 

 

（学位論文要旨等の公表） 

第２０条 学長は、博士の学位を授与したときは、当該学位を授与した日から３月以内に、学位論

文の内容の要旨及び論文審査の結果の要旨をインターネットの利用により公表するものとする。 

 

（学位論文の公表） 

第２１条 博士の学位を授与された者は、当該博士の学位を授与された日から１年以内に、当該博

士の学位の授与に係る論文の全文を公表するものとする。ただし、当該博士の学位を授与され

る前に既に公表したときは、この限りでない。 

２ 前項の規定にかかわらず、博士の学位を授与された者は、やむを得ない事由がある場合には、

学長の承認を受けて、当該博士の学位の授与に係る論文の全文に代えてその内容を要約したも

のを公表することができる。この場合において、学長は、その学位論文の全文を求めに応じて

閲覧に供しなければならない。 

３ 前２項の規定により博士の学位論文を公表する場合には、「山梨大学審査学位論文（博士）」
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又は「山梨大学審査学位論文（博士）要旨」と明記しなければならない。 

 

（学位の名称） 

第２２条 本学の修士、博士又は教職修士（専門職）の学位を授与された者が当該学位の名 

称を用いるときは、「山梨大学」と付記するものとする。 

 

（学位授与の取消） 

第２３条 本学において修士、博士又は教職修士（専門職）の学位を授与された者が、不正の方法

により当該学位を受けた事実が判明したとき、又は学位の名誉を汚す行為があったときは、学

長は当該研究科委員会等の議を経て、学位の授与を取消し、学位記を返還させ、かつ、その旨

を公表する。 

２ 前項の議決をする場合には、第１６条第２項の規定を準用する。 

 

（学位記の様式） 

第２４条 学位記の様式は、別記様式のとおりとする。 

 

（雑則） 

第２５条 この細則に定めるもののほか、学位に関し必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

１ この細則は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、施行日前に教育人間科学部又は医学工学総合教育部に在学する者

については、従前の例による。 

３ 山梨大学学位規程（平成１６年４月１日制定）は廃止する。 

附 則 
１ この細則は、平成３０年４月１日から施行する。 
２ 前項の規定にかかわらず、施行日前に医工農学総合教育部博士課程に在学する者については、

従前の例による。 
 
 
別記様式（省略） 
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山梨大学英文学位記交付要領 
 

制定 平成１８年１１月２１日 
改正 平成３０年 ２月２６日 

 
（趣旨） 

１ この要領は、山梨大学（以下「本学」という。）において修士又は博士の学位を授与された

者に対して、英文による学位記の副本（以下「英文学位記」という。）を交付することについ

て定めるものである。 
 

（英文学位記の交付） 
２ 本学において修士又は博士の学位を授与された者に対して交付するものとする。 
 

（英文学位記の様式） 
３ 英文学位記の様式は、山梨大学学位細則第２４条に定める。 

 
（研究科等の英文名） 

４ 研究科・教育部、専攻及び学位の英文名は、別表のとおりとする。 
 

（英文学位記の交付方法） 
５ 英文学位記は、学位記と同一日付で交付するものとする。 
 
 

附 記 
この要領は、平成１８年１１月２１日から実施する。 

 
附 記 

この要領は、平成３０年４月１日から実施する。 
 
別表（省略） 
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○ 山梨大学大学院研究生細則 
制定 平成２８年 ２月２４日 

改正 平成３０年 １月３０日 

 

（趣旨） 

第１条 この細則は、山梨大学大学院学則（以下「大学院学則」という。）第４３条第２項の

規定に基づき、山梨大学大学院（以下「大学院」という。）の研究生について必要な事項を

定める。 

 

（入学の時期） 

第２条 研究生の入学の時期は、学年又は学期の始めとする。 

 

（入学資格） 

第３条 修士課程の研究生として入学することのできる者は、大学院学則第９条の規定に該

当する者とする。 

２ 医工農学総合教育部４年博士課程の研究生として入学することのできる者は、大学院学

則第１０条の規定に該当する者とする。 

３ 医工農学総合教育部３年博士課程の研究生として入学することのできる者は、大学院学

則第１１条の規定に該当する者とする。 

 

（入学の出願） 

第４条 研究生として入学を志願しようとする者は、指導を受けようとする教員（以下「指

導教員」という。）の承諾を得て、所定の期間内に次の各号に掲げる書類に検定料を添えて、

教育学研究科又は医工農学総合教育部の長に願い出るものとする。 

(1) 入学願書（所定の様式） 

(2) 履歴書 

(3) 最終学校の卒業証明書又は修了証明書 

(4) 最終学校の成績証明書 

(5) 健康診断書 

(6) 推薦書（学校、企業等に勤務している者にあっては、その所属長の承認書） 

(7) その他大学院が必要と認める書類 

２ 外国人は、前項に掲げる書類のほか、在留資格を証明できる書類を提出するものとする。

ただし、国内に在留していない者は、入学後提出するものとする。 

 

（入学者の選考） 

第５条 研究生の選考は、それぞれ次の委員会又は教授会が行う。 

教育学研究科 

教育学研究科委員会 

医工農学総合教育部 

医工農学総合教育部教授会 

 

（入学手続及び入学許可） 

第６条 前条の規定により、研究生として選考された者は、所定の期日までに入学料及び授

業料を納入するとともに、入学に必要な書類を提出しなければならない。 

２ 学長は、前項の入学手続を完了した者に入学を許可する。 

 

（研究期間） 

第７条 研究生の研究期間は、１年以内とする。ただし、第２条ただし書きの規定により入

学した者については、入学年度を超えないものとする。 
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２ 研究期間が満了しても、なお引き続き研究に従事することを希望する者は、指導教員の

承諾を得て、教育学研究科又は医工農学総合教育部の長を経由し学長に願い出るものとす

る。 

 

（退学） 

第８条 研究生は、中途で退学しようとするときは、指導教員の承諾を得た後、教育学研究

科長又は医工農学総合教育部長の確認を経て学長の許可を受けなければならない。 

 

（検定料等） 

第９条 検定料、入学料及び授業料に関し必要な事項は、別に定める。 

２ 納入した検定料、入学料及び授業料は返還しない。 

３ 研究に要する経費は、研究生の負担とすることがある。 

 

（証明書の交付） 

第１０条 教育学研究科又は医工農学総合教育部の長は、指導教員の認定により研究証明書

を交付することができる。 

 

（除籍） 

第１１条 学長は、指導教員が研究生として適当でないと認めた場合は、教育学研究科長又

は医工農学総合教育部長の確認を経て、これを除籍することができる。 

 

（諸規則等の準用） 

第１２条 この細則に定めるもののほか、大学院学則その他学内諸規則の学生に関する規定

は、研究生にこれを準用する。 

 

附 則 

１ この細則は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、施行日前に医学工学総合教育部に在学する者については、従

前の例による。 

３ 山梨大学大学院研究生規程（平成１６年４月１日制定）は廃止する。 

附 則 

この細則は、平成３０年４月１日から施行する。 
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５ 山梨大学大学院科目等履修生細則 
 

制定 平成２８年２月２４日 

改正  平成２８年 ９月 １日 

 

（趣旨） 

第１条 この細則は、山梨大学大学院学則第４４条第２項の規定に基づき、山梨大学大学院 

（以下「大学院」という。）の科目等履修生について必要な事項を定める。 

 

（入学の時期） 

第２条 科目等履修生の入学の時期は、学年又は学期の始めとする。 

 

（入学資格） 

第３条 修士課程の科目等履修生として入学することのできる者は、大学院学則第９条の規 

定に該当する者とする。 

２ 医工農学総合教育部４年博士課程の科目等履修生として入学することのできる者は、大 

学院学則第１０条の規定に該当する者とする。 

３ 医工農学総合教育部３年博士課程の科目等履修生として入学することのできる者は、大 

学院学則第１１条の規定に該当する者とする。 

 

（入学の出願） 

第４条 科目等履修生として入学を志願する者は、あらかじめ授業科目担当教員（以下「授 

業科目担当教員」という。）の承諾を得て、所定の期間内に次の各号に掲げる書類に検定料 

を添えて、教育学研究科又は医工農学総合教育部の長に願い出るものとする。 

(1) 入学願書（所定の様式） 

(2) 履歴書 

(3) 最終学校の卒業証明書又は修了証明書 

(4) 最終学校の成績証明書 

(5) 健康診断書 

(6) 推薦書（学校、企業等に勤務している者にあっては、所属長の承認書） 

(7) その他大学院が必要と認める書類 

２ 外国人は、前項に掲げる書類のほか、在留資格を証明できる書類を提出するものとする。 

ただし、国内に在留していない者は、入学後提出するものとする。 

 

（入学者の選考） 

第５条 科目等履修生の選考は、それぞれ次の委員会又は教授会が行う。 

教育学研究科 

教育学研究科委員会 

医工農学総合教育部 

医工農学総合教育部教授会 

 

（入学の手続及び入学許可） 

第６条 前条の規定により、科目等履修生として選考された者は、所定の期日までに入学料 

及び授業料を納入するとともに、入学に必要な書類を提出しなければならない。 

２ 学長は、前項の入学手続を完了した者に入学を許可する。 

 

（履修期間） 

第７条 科目等履修生の履修期間は、入学日の属する年度内とする。 
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（履修科目の制限） 

第８条 科目等履修生が１年以内に修得できる単位数は、次のとおりとする。 

 (1) 教育学研究科及び医工農学総合教育部修士課程にあっては２０単位以内。ただし、生

命医科学専攻及び看護学専攻にあっては１０単位以内 

(2) 医工農学総合教育部４年博士課程にあっては１０単位以内 

(3) 医工農学総合教育部３年博士課程にあっては８単位以内 

 

（検定料等） 

第９条 検定料、入学料及び授業料に関し必要な事項は、別に定める。 

２ 納入した検定料、入学料及び授業料は返還しない。 

 

（証明書の交付） 

第１０条 教育学研究科又は医工農学総合教育部の長は、科目等履修生が所定の期間履修し、 

単位を修得した科目について証明書を交付する。 

 

（除籍） 

第１１条 学長は、授業科目担当教員が科目等履修生として適当でないと認めた場合は、教 

育学研究科長、又は医工農学総合教育部長の確認を経て、これを除籍することができる。 

 

（学則等の準用） 

第１２条 この細則に定めるもののほか、大学院学則その他学内諸規則の学生に関する規程 

は、科目等履修生にこれを準用する。 

 

附 則 

１ この細則は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、施行日前に医学工学総合教育部に在学する者については、従前の

例による。 

３ 山梨大学大学院科目等履修生規程（平成１６年４月１日制定）は廃止する。 

附 則 

この細則は、平成２８年９月１日から施行する。 
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６ 山梨大学外国人留学生細則 
 

制定 平成２８年２月２４日 

 

（趣旨） 

第１条 この細則は、山梨大学学則（以下「学則」という。）第４４条第２項及び山梨大学大

学院学則（以下「大学院学則」という。）第４７条第３項の規程に基づき、外国人留学生に

関する必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 外国人留学生とは、出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）別表

第１に定める「留学」の在留資格により、本学に入学を許可された者をいう。 

 

（区分） 

第３条 外国人留学生の区分は、次のとおりとする。 

(1) 学部学生 

(2) 大学院学生 

(3) 専攻科学生 

(4) 研究生 

(5) 科目等履修生 

(6) 特別聴講学生 

(7) 特別研究学生 

 

（入学の時期） 

第４条 外国人留学生の入学の時期は、原則として学年又は学期の初めとする。ただし、研

究生については、月の始めとすることができる。 

 

（入学資格） 

第５条 外国人留学生の入学資格は、第３条の区分に応じ、それぞれ学則、大学院学則、山

梨大学専攻科規則、山梨大学研究生細則、山梨大学大学院研究生細則、山梨大学科目等履

修生細則、山梨大学大学院科目等履修生細則の定めるところによる。 

 

（入学出願の手続） 

第６条 外国人留学生として入学を志願する者は、所定の書類に検定料を添え、学長に願い

出なければならない。 

 

（合格者の選考） 

第７条 合格者の選考は、学力、人物、健康等のほか、修学に必要な語学力について行う。 

２ 前項の選考結果による合格者の決定は、当該学部の教授会、又は研究科委員会の意見を

聴いて、学長が行う。 

 

（国費外国人留学生及び外国政府派遣留学生の受入れ） 

第８条 国費外国人留学生及び外国政府派遣留学生の受入れについては、第６条及び第７条

の規定にかかわらず、文部科学省からの依頼に基づき、当該学部、又は研究科委員会の意

見を聴いて学長が決定する。 

 

（特別聴講学生及び特別研究学生の受入れ） 

第９条 特別聴講学生及び特別研究学生の受入れについては、第６条及び第７条の規定にか

かわらず、それぞれ山梨大学学生交流細則、山梨大学大学院特別研究学生交流細則の定め
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るところによる。 

 

（入学手続） 

第１０条 第７条の選考に合格した者、第８条及び第９条の規定により受入を許可された者

は、所定の期日までに入学料及び授業料を納入するとともに、所定の書類を提出しなけれ

ばならない。 

 

（入学許可） 

第１１条 学長は、前条の入学手続を完了した者に入学を許可する。 

 

（検定料等の特例） 

第１２条 国費外国人留学生の検定料、入学料及び授業料（以下「検定料等」という。）は徴

収しない。 

２ 前項のほか、授業料を不徴収とする旨の大学間交流協定、学部間交流協定を締結した外

国の大学からの外国人留学生の検定料等は徴収しない。 

 

（学則等の準用） 

第１３条 この細則に定めるもののほか、外国人留学生に関して必要な事項は、学則、大学

院学則及びその他学内規程等の学生に関する規定を準用する。 

 

附 則 

１ この細則は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 山梨大学外国人留学生規則（平成１６年４月１日制定）は廃止する。 

 



 

- 30 - 

７ 山梨大学大学院医工農学総合教育部ＧＰＡ制度に関する要項 
 

制定 平成２８年４月１日 

 

（目的） 

第１条 この要項は、山梨大学大学院医工農学総合教育部（以下「教育部」という。）におけ

るグレードポイントアベレージ（以下「ＧＰＡ」という。）について必要な事項を定め、学

生の学習意欲を高めるとともに、厳格な成績評価と学生支援に資することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 「ＧＰＡ」とは、各授業科目１１段階の成績評価に対応して４～０のグレードポイ

ント（以下「ＧＰ」という。）を付与して算出する１単位当たりのＧＰ平均値をいう。 

２ ＧＰＡ対象授業科目は、次の各号に掲げる授業科目とする。 

 (1) １００点を満点として成績評価されるすべての授業科目 

 (2) 山梨大学大学院学則（以下「大学院学則」という。）第２２条及び第２３条の規定に

より履修した授業科目であって、第１号の要件を満たす授業科目 

 (3) 大学院学則第２６条の規定により、本教育部における授業科目の履修により修得した

ものとみなされた授業科目であって、第１号の要件を満たす授業科目 

３ 成績評価が点数によらない以下の科目及び未入力又は保留の授業科目については、ＧＰ

Ａの対象から除く。 

 (1) 合格か不合格かだけを判定する授業科目 

 (2) 転入学した際の単位認定科目 

 (3) 本学入学前に修得した単位認定科目 

 (4) 他の大学院等との単位互換等で修得した科目 

 

（成績評価およびＧＰ） 

第３条 教育部で定める成績評価並びにＧＰは、次のとおりとする。 

（1） Ｓ   （９５～１００）   ＧＰ＝４.０ 

（2） Ｓ－   （９０～９４）    ＧＰ＝３.７ 

（3） Ａ＋  （８７～８９）    ＧＰ＝３.３ 

（4） Ａ  （８３～８６）    ＧＰ＝３.０ 

（5） Ａ－  （８０～８２）    ＧＰ＝２.７ 

（6） Ｂ＋  （７７～７９）    ＧＰ＝２.３ 

（7） Ｂ   （７３～７６）    ＧＰ＝２.０ 

（8） Ｂ－  （７０～７２）    ＧＰ＝１.７ 

（9） Ｃ＋  （６６～６９）    ＧＰ＝１.３ 

（10）Ｃ  （６０～６５）    ＧＰ＝１.０ 

（11）Ｆ  （０～５９及び未受験） ＧＰ＝０.０ 

（12）Ｎ   （無資格）             ＧＰ＝０.０ 

（13）Ｔ  （認定）        ＧＰ＝対象外 

（14）Ｉ  （未入力、保留）    ＧＰ＝対象外 

 

（ＧＰＡの種類及び計算方法） 

第４条 ＧＰＡは、当該学期に履修した第２条第２項各号に定めるＧＰＡ対象科目について、

学期ＧＰＡ及び通算ＧＰＡに区分し、各区分の定める方法により計算するものとし、計算

値は小数点以下第２位を四捨五入して表記するものとする。 

 

 (1) 学期ＧＰＡは、当該学期の授業科目ごとに得たＧＰに当該授業科目の単位数を乗じる

計算を、当該学期に成績評価を受けた授業科目分行い、その合計を当該学期に成績評価
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を受けた授業科目の単位数の合計で除して算出する。 

  学期ＧＰＡ＝(当該授業科目のＧＰ×当該学期に履修登録した授業科目の単位数）の合計

／当該学期の成績評価を受けた授業科目の単位数の合計 

 (2) 通算ＧＰＡは、入学時からの現在の学期までの授業科目ごとに得たＧＰに、当該授業

科目の単位数を乗じる計算を、入学時からの現在の学期までに成績評価を受けた授業科

目分行い、その合計を入学時からの現在の学期までに成績評価を受けた授業科目の単位

数の合計で除して算出する。 

  通算ＧＰＡ＝(入学時からの当該授業科目のＧＰ×履修登録した授業科目の単位数）の合

計／入学時から成績評価を受けた授業科目の単位数の合計 

 

（ＧＰＡ計算期日） 

第５条 ＧＰＡの計算は、学期ごとに指定された期日（以下「ＧＰＡ計算期日」という。）ま

でに確定した成績に基づいて行う。 

２ 第３条第１４号に規定する成績の保留又は追試験等のため期日までに成績が確定してい

ない科目については、計算上は履修していないものとして取扱う。 

３ ＧＰＡ計算期日は、原則として前期にあっては９月１日、後期にあっては３月１０日と

する。 

 

（履修の取り消し） 

第６条 一度履修登録した科目であっても、受講目的が達成されないなどの理由により履修

を取り消すことができる。 

２ 履修の取り消しは、別に定める履修取り消し期間に行うことができる。ただし、履修取

り消し期間内に手続を行なわない場合は、当初申請した履修科目が成績評価の対象となる。 

３ 前項の規定にかかわらず、病気・事故等やむを得ない事情による場合は、履修取り消し

期間以降においても履修を取り消すことができる。 

４ 履修登録修正期限までに履修登録を取り消した場合を除き、履修を放棄した科目の成績

は第３条第１２号に規定する無資格として扱う。 

 

（再履修等における授業科目の取扱い） 

第７条 不合格（Ｆ又はＮ ＧＰ＝０）と評価され、後に再履修等によって合格となった場

合は、不合格の成績評価と新たな成績評価を併記して記録する。 

 

（ＧＰＡの通知及び記載） 

第８条 ＧＰＡの学生への通知は、学期ＧＰＡ及び通算ＧＰＡを記載した修得単位通知書に

より行う。 

２ 学期ＧＰＡ及び通算ＧＰＡは、成績証明書及び成績原簿に記載する。 

 

（ＧＰＡデータの提供及び活用） 

第９条 本学職員が、教育活動の改善等を目的として行なう調査研究等においてＧＰＡデー

タの提供を希望する場合は、別紙申請書により、大学教育センター長に申請するものとす

る。 

２ 大学教育センター長は、前項の申請理由が適当であると判断したときは、ＧＰＡに係る

各種資料を提供するものとする。 

 

第１０条 削除 

 

（その他） 

第１１条 この要項に定めるもののほか、ＧＰＡに関し必要な事項は、別に定める。 
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  附 則 

１ この要項は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、施行日前に医学工学総合教育部に在学する者については、従前の

例による。 

３ 山梨大学大学院医学工学総合教育部ＧＰＡ制度に関する要項（平成２４年４月１日制定）

は廃止する。 
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○ 山梨大学大学院医工農学総合教育部細則 
制定 平成２８年 １月２７日 

改正 平成２９年 ３月２７日 

平成３０年 １月３０日 

 

第１章 総則 

 

（趣旨） 

第１条 この細則は、山梨大学大学院学則（以下「大学院学則」という。）第１７条第２項、

第２９条及び第３７条の３第２項の規定に基づき、山梨大学医工農学総合教育部の教育課

程及び履修方法等に関し、必要な事項を定める。 

 

第２章 修士課程 

 

（履修基準） 

第２条  修士課程の学生は、別表１に定める基準に従って所定の単位を修得しなければなら

ない。 

 

（授業科目及び単位数） 

第３条  修士課程で開講する各専攻の授業科目及び単位数は、別表２のとおりとする。 

 

（単位の基準） 

第４条 １単位の授業科目は、４５時間の学修を必要とする内容をもって構成することを標

準とし、授業の方法に応じ、当該授業の教育効果、授業時間外に必要な学修等を考慮して、

次の基準により単位を計算するものとする。 

(1) 講義及び演習については、１５時間から３０時間までの範囲で、各専攻の定める時間

の授業をもって１単位とする。 

(2) 研究及び実習については、３０時間から４５時間までの範囲で、各専攻の定める時間

の授業をもって１単位とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、学位論文の作成に関する特別研究等の授業科目において、こ

れらの学修の成果を評価して単位を授与することが適切と認められる場合には、これらに

必要な学修等を考慮して、単位数を定めることができる。 

 

（指導教員） 

第５条 医工農学総合教育部教授会（以下「教授会」という。）は修士課程の学生に対して、

修士の学位論文の作成等に対する研究指導（以下「研究指導」という。）を行う教員（以下

「指導教員」という。）を定める。 

２ 前項の研究指導は、主指導教員と副指導教員からなる教員の組織（以下「指導教員グル

ープ」という。）を定めて行うことができる。 

３ 指導教員グループについては、別に定める。 

 

（転専攻等） 

第６条 大学院学則第１７条第１項の規定により、修士課程の学生で、転専攻を志願する者

は、医工農学総合教育部長（以下「教育部長」という。）に転専攻願を提出し、教授会の承

認を得るものとする。 

２ 他の研究科に転専攻を志願する者は、教授会の承認を得た後、他の研究科に願い出るも

のとする。 

３ 転専攻の時期は、原則として学期の始めとし、転専攻願の提出は２ヶ月前までに行うも

のとする。 
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４ 転専攻の提出に際しては、現に在籍する専攻の指導教員及び転専攻先の指導教員の承認

を得なければならない。 

５ 転専攻した場合の在学期間は、教授会が定める。 

６ 大学院学則第２５条の規定による転専攻前に修得した授業科目の単位の認定は、各専攻

が行う。 

７ 転コースについては、別に定める。 

 

（他の研究科及び他の大学院における授業科目の履修） 

第７条 大学院学則第２２条及び第２３条の規定により、修得した単位は、合計１０単位を

限度として第２条に規定する単位として認めることができる。 

 

（他の専攻及び学部における授業科目の履修） 

第８条 指導教員が特に必要と認めるものに限り、他の専攻の授業科目を当該科目担当教員

の承認を得て履修することができる。この場合において、修得した単位は８単位を限度と

して第２条に規定する単位として認めることができる。 

２ 指導教員が特に必要と認めるものに限り、学部の課程による授業科目を当該科目担当教

員の承認を得て履修することができる。 

３ 前項及び前条の規定により修得した単位は、教授会の議に基づき、合計１０単位まで第

２条に規定する単位として認めることができる。 

 

（他の大学院等における研究指導） 

第９条 大学院学則第２４条の規定により、学生が他の大学院又は研究所等（以下「他の大

学院等」という。）において研究指導を受けることを認める場合は、当該大学院との協議に

基づき教授会の承認を得なければならない。ただし、この期間は１年を超えないものとす

る。 

２ 前項の規定により受けた研究指導は、修士課程において受けたものの一部とみなすこと

ができる。 

 

（入学前の既修得単位の認定） 

第１０条 大学院学則第２６条の規定により、入学前に修得した単位は、教授会の議に基づ

き１０単位を超えない範囲で第２条に規定する単位として認めることができる。 

 

（転入学による既修得単位の認定） 

第１１条 他の大学院からの転入学を許可された学生の既修得単位の認定は、教授会が行う。 

 

（履修申告） 

第１２条 学生は、履修しようとする授業科目を、指定された期間内に、所定の様式により

届け出るものとする。 

２ 他の専攻の授業科目を履修しようとするときは、事前に指導教員及び当該科目担当教員

の承認を受けなければならない。 

３ 他の研究科の授業科目を履修しようとするときは、事前に指導教員及び当該科目担当教

員の承認を受け、教育部長及び他の研究科長の許可を受けなければならない。 

４ 他の大学院（外国の大学院を含む。）の授業科目を履修しようとするときは、指導教員の

承認を受けた上、山梨大学学生交流規則の規定により学長の許可を受けなければならない。 

５ 学部の課程による授業科目を履修しようとするときは、事前に指導教員及び当該科目担

当教員の承認を受け、当該学部長の許可を受けなければならない。 

６ 学年の始期が異なる外国の大学院に留学していたため、所定の手続ができなかった者は、

帰国後、当該授業科目の担当教員の承認を受けて、留学前に履修申告した授業科目を、引

き続き履修することができる。 
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（単位修得の認定） 

第１３条 単位修得の認定は、授業科目の担当教員が、試験又は研究報告の審査の成績によ

り行う。ただし、研究については、特に試験又は研究報告の審査以外の方法で、これに代

えることができる。  

 

（成績） 

第１４条 試験又は研究報告の審査の成績は、１００点を満点とする点数により表示し、６０

点以上を合格とする。 

２ 前項の素点の成績を評語をもって表すときは、次のとおりとする。 

(1)  Ｓ   ９５～１００点 

(2)  Ｓ-    ９０～ ９４点 

(3)  Ａ+    ８７～ ８９点 

(4)  Ａ   ８３～ ８６点 

(5)  Ａ-    ８０～ ８２点 

(6)  Ｂ+    ７７～ ７９点 

(7)  Ｂ     ７３～ ７６点 

(8)  Ｂ-    ７０～ ７２点 

(9)  Ｃ+     ６６～ ６９点 

(10) Ｃ     ６０～ ６５点 

(11) Ｆ     ０～５９点及び未受験 

 

（修士の学位論文又は研究成果） 

第１５条 修士課程の学生は、修士の学位論文又は研究成果を指導教員の承認を得て、教育

部長に提出しなければならない。ただし、大学院学則第３７条の３に規定する博士論文研

究基礎力審査を申請しようとする者については、この限りでない。 

２ 学位論文又は研究成果は、所定の単位数を修得した者でなければ提出することができな

い。 

 

（博士論文研究基礎力審査） 

第１５条の２ 前条第１項ただし書中の博士論文研究基礎力審査を申請しようとする者は、

指導教員の承認を得て、教育部長に願い出なければならない。 

２ 博士論文研究基礎力審査は、所定の単位数を修得した者でなければ願い出ることができ

ない。 

 

（最終試験） 

第１６条 修士課程の最終試験を受験することができる者は、修士の学位論文又は研究成果

の審査を終了した者でなければならない。 

 

（博士課程への進学） 

第１７条 本学の修士課程を修了し、引き続き本学の博士課程に進学しようとする者につい

ては、選考の上、進学を許可する。 

２ 前項の規定により博士課程に進学しようとする者は、博士課程において指導を受けよう

とする教員の承認を得た上、進学願書を教育部長に提出しなければならない。 

３ 教育部長は、進学願書を受け付けたときは、博士課程の各専攻に選考を付託するものと

する。 

４ 博士課程の各専攻は、進学の選考が終了したときは、その結果を教育部長に報告するも

のとする。 

５ 教育部長は、前項の報告に基づいて進学者を決定し、所定の手続きを終えた者に対し進
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学を許可する。 

 

（教育職員免許状取得） 

第１８条 教育職員免許法による免許状を取得しようとする者は、同法に定める単位を修得

しなければならない。 

２ 修士課程において、教員の免許状の所要資格を取得できる専攻は次に掲げる専攻とし、

取得できる教員の免許状の種類は、次のとおりとする。 

高等学校教諭専修免許状（工業） 

  工学専攻 

３ 第１項に定める単位は、別表３に掲げる授業科目のうちから修得するものとする。 

 

第３章 博士課程 

 

（履修基準） 

第１９条 博士課程の学生は、別表４に定める基準に従って、所定の単位を修得しなければ

ならない。 

 

（授業科目及び単位数） 

第２０条  博士課程で開講する専攻別の授業科目及び単位数は、別表５のとおりとする。 

  

（単位の基準） 

第２１条 １単位の授業科目は、４５時間の学修を必要とする内容をもって構成することを

標準とし、授業の方法に応じ、当該授業の教育効果、授業時間外に必要な学修等を考慮し

て、次の基準により単位を計算するものとする。 

(1) 講義及び演習については、１５時間から３０時間までの範囲で、各専攻の定める時間

の授業をもって１単位とする。 

(2) フィールド・リサーチ、実験及び研究については、３０時間から４５時間までの範囲

で、各専攻の定める時間の授業をもって１単位とする。 

２  前項の規定にかかわらず、学位論文の作成に関する特別研究等の授業科目において、こ

れらの学修の成果を評価して単位を授与することが適切と認められる場合には、これらに

必要な学修等を考慮して、単位数を定めることができる。 

 

（指導教員） 

第２２条 教授会は博士課程の学生に対して、博士の学位論文の作成等に対する研究指導（以

下「研究指導」という。）を行う教員（以下「指導教員」という。）を定める。 

２ 前項の研究指導は、指導教員グループを定めて行うことができる。 

３ 指導教員及び指導教員グループについては、別に定める。 

 

（転専攻等） 

第２３条 大学院学則第１７条第１項の規定により、博士課程の学生で、転専攻を志願する

者は、教育部長に転専攻願を提出し、教授会の承認を得るものとする。 

２ （削除） 

３ 転専攻の時期は、原則として学期の始めとし、転専攻願の提出は２ヶ月前までに行うも

のとする。 

４ 転専攻願の提出に際しては、現に在籍する専攻の指導教員及び転専攻先の指導教員の承

認を得なければならない。 

５ ３年博士課程の専攻から４年博士課程の専攻に転専攻した場合の修了要件は、大学院学

則第３８条の規定によるものとする。 

６ ４年博士課程の専攻から３年博士課程の専攻に転専攻した場合の修了要件は、大学院学
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則第３９条の規定によるものとする。 

７ ３年博士課程の専攻から３年博士課程の異なる修了要件の専攻に転専攻した場合は、転

専攻後の専攻の修了要件によるものとする。 

８ 前３項の場合における在学期間は、教授会が定める。  

９ 大学院学則第２５条の規定による転専攻前に修得した授業科目の単位の認定は、各専攻

が行う。 

１０ 転コースについては、別に定める。 

 

（他の研究科及び他の大学院における授業科目の履修） 

第２４条 大学院学則第２２条及び第２３条の規定により、修得した単位は、合計１０単位

を限度として第１９条に規定する単位として認めることができる。 

 

（他の専攻及び修士課程の授業科目の履修） 

第２５条 指導教員が特に必要と認めるものに限り、他の専攻の授業科目を当該科目担当教

員の承認を得て履修することができる。この場合において、修得した単位は８単位を限度

として第１９条に規定する単位として認めることができる。 

２ 指導教員が特に必要と認めるものに限り、修士課程による授業科目を当該科目担当教員

の承認を得て履修することができる。この場合において、履修した単位は２単位まで第１９

条に規定する単位数に含ませることができる。 

３ 前項及び前条の規定により修得した単位は、教授会の議に基づき、合計１０単位まで第

１９条に規定する単位として認めることができる。 

 

（他の大学院等における研究指導） 

第２６条 教育部は大学院学則第２４条の規定により、学生が他の大学院等において研究指

導を受けることを認める場合は、当該大学院との協議に基づき教授会の承認を得なければ

ならない。 

２ 前項の規定により受けた研究指導は、博士課程において受けたものの一部とみなすこと

ができる。 

 

（入学前の既修得単位の認定） 

第２７条 大学院学則第２６条の規定により、入学前に修得した単位は、教授会の議に基づ

き１０単位を超えない範囲で第１９条に規定する単位として認めることができる。 

 

（転入学による既修得単位の認定） 

第２８条 他の大学院からの転入学を許可された学生の既修得単位の認定は、教授会が行う。 

 

（履修申告）  

第２９条 学生は、履修しようとする授業科目を、指定された期間内に、所定の様式により

届け出るものとする。 

２ 他の専攻の授業科目を履修しようとするときは、事前に指導教員及び当該科目担当教員

の承認を受けなければならない。 

３ 他の研究科の授業科目を履修しようとするときは、事前に指導教員及び当該科目担当教

員の承認を受け、教育部長及び他の研究科長の許可を受けなければならない。 

４ 他の大学院（外国の大学院を含む。）の授業科目を履修しようとするときは、指導教員の

承認を受けた上、山梨大学学生交流規則の規定により学長の許可を受けなければならない。 

５ 修士課程による授業科目を履修しようとするときは、事前に指導教員及び当該科目担当

教員の承認を受け、教育部長の許可を受けなければならない。 

６ 学年の始期が異なる外国の大学院に留学していたため、所定の手続ができなかった者は、

帰国後、該授業科目の担当教員の承認を受けて、留学前に履修申告した授業科目を、引き
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続き履修することができる。 

 

（単位修得の認定） 

第３０条 単位修得の認定は、授業科目の担当教員が、試験又は研究報告の審査の成績によ

り行う。 

 

（成績） 

第３１条 試験又は研究報告の審査の成績は、１００点を満点とする点数により表示し、６０

点以上を合格とする。 

２ 前項の素点の成績を評語をもって表すときは、次のとおりとする。 

(1)  Ｓ  ９５～１００点 

(2)  Ｓ-   ９０～ ９４点 

(3)  Ａ+   ８７～ ８９点 

(4)  Ａ  ８３～ ８６点 

(5)  Ａ-   ８０～ ８２点 

(6)  Ｂ+   ７７～ ７９点 

(7)  Ｂ    ７３～ ７６点 

(8)  Ｂ-   ７０～ ７２点 

(9)  Ｃ+    ６６～ ６９点 

(10) Ｃ     ６０～ ６５点 

(11) Ｆ    ０～５９点及び未受験 

 

（博士の学位論文） 

第３２条 博士課程の学生は、博士の学位論文を指導教員又は指導教員グループの承認を得

て、教育部長に提出しなければならない。 

２ 学位論文は、所定の単位数を修得した者でなければ提出することができない。 

 

（最終試験） 

第３３条 博士課程の最終試験を受験することができる者は、博士の学位論文の審査を終了

した者でなければならない。 

 

第４章 雑則 

 

（その他の事項） 

第３４条 この細則に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

１ この細則は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 山梨大学大学院医学工学総合教育部規程（平成１６年４月１日制定）は廃止する。 

３ 前項の規定にかかわらず、平成２８年３月３１日以前に山梨大学大学院医学工学総合教

育部に入学し、引き続き在学する者については、従前の例による。 

附 則 

この細則は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この細則は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、平成３０年３月３１日以前に山梨大学大学院医工農学総合教

育部に入学し、引き続き在学する者については、従前の例による。 
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別表１（山梨大学大学院医工農学総合教育部細則第２条関係）  省略 
 

別表２（山梨大学大学院医工農学総合教育部細則第３条関係）  省略 

 

別表３（山梨大学大学院医工農学総合教育部細則第１８条関係） 省略 
 

別表４（山梨大学大学院医工農学総合教育部細則第１９条関係） 

 

 

大学院医工農学総合教育部博士課程履修基準表 

 
 
＜４年博士課程＞ 
・【医学専攻】  省略 

 
＜３年博士課程＞ 
・【ヒューマンヘルスケア学専攻】【工学専攻】  省略 
 

【統合応用生命科学専攻】 

コース 科目区分 必修・選

択の別 
授業 
区分 必要単位数 

生命農学コース 
生命工学コース 

大学院共通科目 必修 講義 ２単位 

専攻共通科目  必修 講義 ２単位 

コース専門科目 

選択 講義 ４単位 

必修 
演習 ２単位 

研究 ４単位 

合計 １４単位以上 

生命医科学コース 

大学院共通科目 必修 講義  ２単位 
専攻共通科目  必修 講義  ２単位 

コ

ー

ス 

専
門
科
目 

医学・看護学 
共 通 科 目  選択 講義  ２単位 

生命医科学 
専 門 科 目  

選択 講義  ２単位 

必修 
演習  ２単位 
研究  ４単位 

合計 １４単位以上 

（注） 
１．大学院共通科目２単位、専攻共通科目２単位、専攻が開講するコース専門科目１０ 
 単位以上（所属するコースの講義科目を４単位以上を含む）、合計１４単位以上を修得 
すること。 

２．必修科目は、大学院共通科目２単位、専攻共通科目２単位、コース専門科目６単位 
の合計１０単位である 
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別表５（山梨大学大学院医工農学総合教育部細則第２０条関係）  

 

 

＜４年博士課程＞ 
・【医学専攻】  省略 

 
＜３年博士課程＞ 
・【ヒューマンヘルスケア学専攻】【工学専攻】  省略 
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【統合応用生命科学専攻】 
科目区分 科目番号 授  業  科  目 単位数 備 考 

大学院 

共 通 

科 目 

ＰＳＣ７０１ 

ＰＳＣ７０２ 

科学者倫理学 

医工農総合特論 

１ 

１ 

● 

● 

専 攻 

共 通 

科 目 

ＰＩＣ７０１ 

ＰＩＣ７０２ 

統合応用生命科学特論 

ヘルスサイエンス特論 

１ 

１ 

● 

● 

生
命
農
学
コ
ー
ス
専
門
科
目 

ＰＩＡ７０１ 

ＰＩＡ７０２ 

ＰＩＡ７０３ 

ＰＩＡ７０４ 

ＰＩＡ７０５ 

ＰＩＡ７０６ 

ＰＩＡ７０７ 

ＰＩＡ７９１ 

ＰＩＡ７９２ 

ＰＩＡ７９３ 

ＰＩＡ８０１ 

発酵微生物学特論 

食品加工・栄養学特論 

食品成分解析学特論 

環境微生物学特論 

微生物分類学特論 

微生物利用工学特論 

植物機能開発学特論 

生命農学特別演習Ⅰ 

生命農学特別演習Ⅱ 

生命農学特別研究Ⅰ 

生命農学特別研究Ⅱ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

★ 

★ 

★ 

★ 

生
命
医
科
学
コ
ー
ス
専
門
科
目 

医
学
・
看
護
学
共
通
科
目 

ＰＭＮ７０１ 

ＰＭＮ７０２ 

ＰＭＮ７０３ 

ＰＭＮ７０４ 

ＰＭＮ７０５ 

ＰＭＮ７０６ 

ＰＭＮ７０７ 

ＰＭＮ７０８ 

ＰＭＮ７０９ 

医療データ解析・臨床疫学特論Ⅰ 

医療データ解析・臨床疫学特論Ⅱ 

生命倫理学特論 

神経科学特論 

循環器生物医学特論 

腎病態医学特論 

基礎腫瘍学特論 

臨床腫瘍学特論 

医療情報学特論 

１ 

１ 

１ 

２ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

 

生
命
医
科
学
専
門
科
目 

ＰＩＭ７０１ 

ＰＩＭ７０２ 

ＰＩＭ７０３ 

ＰＩＭ７０４ 

ＰＩＭ７０５ 

ＰＩＭ７０６ 

ＰＩＭ７０７ 

ＰＩＭ７０８ 

ＰＩＭ７０９ 

ＰＩＭ７１０ 

ＰＩＭ７１１ 

ＰＩＭ７１２ 

ＰＩＭ７１３ 

ＰＩＭ７１４ 

ＰＩＭ７１５ 

ＰＩＭ７９１ 

ＰＩＭ７９２ 

ＰＩＭ７９３ 

ＰＩＭ８０１ 

分子遺伝疫学特論 

神経薬理学特論 

分子神経化学特論 

高次神経機能学特論 

知覚・認知神経科学特論 

神経制御特論 

細胞生物学特論 

発生遺伝学特論 

細胞間コミュニケーション特論 

脳腫瘍医学特論 

呼吸器病態学特論 

数理科学特論 

応用医療統計学特論 

身体運動医科学特論 

社会心理学特論 

生命医科学特別演習Ⅰ 

生命医科学特別演習Ⅱ 

生命医科学特別研究Ⅰ 

生命医科学特別研究Ⅱ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★ 

★ 

★ 

★ 
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生
命
工
学
コ
ー
ス
専
門
科
目 

ＰＩＢ７０１ 

ＰＩＢ７０２ 

ＰＩＢ７０３ 

ＰＩＢ７０４ 

ＰＩＢ７０５ 

ＰＩＢ７０６ 

ＰＩＢ７０７ 

ＰＩＢ７０８ 

ＰＩＢ７０９ 

ＰＩＢ７１０ 

ＰＩＢ７９１ 

ＰＩＢ７９２ 

ＰＩＢ７９３ 

ＰＩＢ８０１ 

応用発生工学特論 

発生エピジェネティクス特論 

細胞培養工学特論 

応用生体防御学特論 

臨床生殖医学特論 

生体超分子科学特論 

構造生命科学特論 

ゲノム科学特論 

分子進化工学特論 

応用生殖細胞工学特論 

生命工学特別演習Ⅰ 

生命工学特別演習Ⅱ 

生命工学特別研究Ⅰ 

生命工学特別研究Ⅱ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★ 

★ 

★ 

★ 

関
連
科
目 

ＰＴＮ７０１ 

ＰＴＡ７０５ 

ＰＤＮ７１０ 

ＰＴＭ７０１ 

非平衡科学特論 

高分子材料化学特論 

生活健康学特論 

国際環境技術特論 

２ 

２ 

２ 

２ 

 

（注） 
１．備考欄中の●印は必修科目で、その全ての単位を修得しなければならない。 
２．備考欄中の★印はコース必修科目で、その全ての単位を修得しなければならない。 

 



- 43 - 

 

○山梨大学大学院医工農学総合教育部博士課程統合応用生命科学専攻 

 履修規程 

 
制定 平成３０年 ３月２８日 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、山梨大学大学院医工農学総合教育部細則（以下「教育部細則」という。） 

に定めるもののほか、山梨大学大学院医工農学総合教育部博士課程統合応用生命科学専攻(以下

「本専攻」という。)の履修等について、必要な事項を定める。 

 

（単位の基準） 

第２条 授業科目は、講義、演習、研究及び実習に区分して開講し、その単位の算定基準は、次

のとおりとする。 

（1）講義については、１５時間をもって１単位とする。 

（2）演習については、１５時間をもって１単位とする。 

（3）研究については、３０時間をもって１単位とする。 

（4) 実習については、３０時間をもって１単位とする。 

 

（試験） 

第３条 試験は、学期末又は学年末に行う。ただし、授業担当教員が必要と認めるときは随

時行うことができる。     

２ 前項の試験は、筆記試験、口述試験又は課題レポート等により行う。 

３ 試験を受験することができる者は、各授業科目の授業に３分の２以上出席した者でなけ

ればならない。   

４ 特別の理由により試験を受けることができなかった者については、追試験等を行うこと

ができる。  

 

（指導教員） 

第４条 教育部細則第２２条第３項に定める指導教員グループは、本専攻においては論文指導教

員グループと称し、主指導教員と２人以上の副指導教員で組織するものとする。 

２ 主指導教員は、学生が属するコースを担当する教員であって、かつ、教員資格審査により研

究指導の資格を有すると認められた教員とする。 

３ 副指導教員のうち少なくとも１名は、医工農学総合教育部の他専攻又は本専攻の他コース

を担当する専任教員とする。 

 

 

附 則 

 この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 
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〇山梨大学大学院医工農学総合教育部博士課程統合応用生命科学専攻

学位論文審査規程 
制定 平成３０年 ３月２８日 

 

第１節 総則 

（目的） 

第１条 この規程は、山梨大学学位細則（以下「学位細則」という。）及び山梨大学大学院医工農

学総合教育部細則に定めるもののほか、山梨大学大学院医工農学総合教育部博士課程統合応用

生命科学専攻の学位論文の審査等について、必要な事項を定める。 

 

第２節 課程修了による博士の学位 

（研究の進捗状況の確認） 

第２条 学位細則第３条第３項の規定により学位の授与を申請する者（以下「課程申請者」とい

う。）は、学位論文審査の６ヶ月前までに、論文指導教員グループによる研究の進捗状況の確認

を受けなければならない。 

２ 前項に定める研究の進捗状況の確認について必要な事項は、別に定める。 

 

（学位論文審査の申請資格等） 

第３条 課程申請者は、提出日に対応する修了日までに、山梨大学大学院学則第３９条に定める

修了要件を具備できる見込みのある者でなければならない。 

２ 前項に定める申請資格の審査に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（学位論文の審査申請） 

第４条 課程申請者は、主指導教員の承認を得た上、学位論文審査願に別に定めるその他の申請

書類を添え、医工農学総合教育部長（以下「教育部長」という。）に提出しなければならない。 

２ 前項の書類の提出期限は、別に定める。 

 

（審査の付託） 

第５条 教育部長は、前条の申請を受理したときは、学位細則第９条第２項の規定に基づき、受

理した学位論文の審査及び最終試験を医工農学総合教育部教授会（以下「教授会」という。）に

付託する。 

 

（論文審査委員会） 

第６条 教授会は、前条の付託を受けたときは、審査する学位論文ごとに、主査１名及び副査２

名以上からなる論文審査委員会を設置する。 

２ 主査は、課程申請者が属するコースを担当する教員であって、かつ、教員資格審査により研

究指導の資格を有すると認められた教員（以下「博士担当教員」という。）でなければならない。 

３ 副査２名は、医工農学総合教育部（以下「教育部」という。）の博士担当教員とする。 

４ 前項に定める副査のうち１名は、統合応用生命科学専攻の博士担当教員であることを原則と

する。ただし、これにより難い場合は、統合応用生命科学専攻委員会（以下「専攻委員会」と

いう。）の承認を条件に、同専攻以外の専攻の博士担当教員とすることができる。 

５ 副査の３人目以降は、教育部の専任教員以外の教員等を含むことができる。 

６ 委員総数の半数以内で論文指導教員グループの教員を含むことができる。 

７ 審査のため必要があるときは、教育部の専任教員のうち、教員資格審査により研究指導補助

の資格を有すると認められた教員を委員総数の半数以内で含むことができる。 

 

（論文審査委員会委員の選出） 

第７条 論文審査委員会の委員は、課程申請者の属するコースのコース主任が、前条の規定によ

り委員候補者（以下「論文審査委員候補者」という。）を選出し、専攻委員会に提案する。 

２ 専攻委員会は、前項の提案に基づき、審議し、その結果を教授会に提案する。ただし、論文

審査委員候補者の中に教育部の専任教員以外の教員等を含むときは、専攻委員会が当該教員等
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の資格を判定する。 

３ 教授会は、前項の提案に基づき、論文審査委員会の委員を決定する。 

 

（学位論文の評価基準） 

第８条 論文審査委員会は、次の各号の評価基準に基づき学位論文を審査する。 

(1) 論文のテーマの設定 

   論文のテーマが、学術的意義、新規性及び当該分野に関する貢献を有するよう適切に設

定されていること。 

(2) 論文の論理性 

    研究成果が論文のテーマに沿っており、論理の一貫性が保たれていること。 

(3) 論文の記述と構成 

  論文の記述と構成が適切かつ体系的であり、その研究結果の分析と考察が整合性を持つ

こと。 

(4) 研究の倫理 

国の倫理指針の対象となる研究については、該当する指針に基づいて実施されていること。

論文が捏造、改ざんのない公正なデータに基づき作成されていること。他者の論文からの

剽窃がないこと。 

 

（学位論文公聴会） 

第９条 論文審査委員会は、提出された学位論文について学位論文公聴会を開催するものとし、

主査がその司会者となる。 

２ 課程申請者は、学位論文公聴会で論文の発表を行うものとする。 

３ 論文審査委員会は、原則として開催日の１週間前までに掲示又は書面をもって開催を公示す

るものとする。 

４ 学位論文公聴会の結果は、学位論文の審査に反映させるものとする。 

 

（学位論文の審査及び最終試験） 

第１０条 論文審査委員会は、学位論文の審査及び最終試験を行う。 

２ 学位論文の成績は、合格又は不合格の評語をもって表す。 

３ 最終試験では、博士の学位にふさわしい識見を確認する。 

４ 最終試験の成績は、合格又は不合格の評語をもって表す。 

５ 学位論文の審査及び最終試験に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（審査期間） 

第１１条 学位論文の審査及び最終試験は、当該課程申請者の在学する期間内に終了するものと

する。 

 

（学位論文審査及び最終試験の結果の報告） 

第１２条 学位論文の審査及び最終試験が終了したときは、論文審査委員会主査は、次の事項を

専攻委員会に報告する。 

(1) 博士論文審査委員会委員名 

(2) 学位論文審査結果の要旨 

(3) 最終試験結果の要旨 

(4) その他論文審査委員会において必要と認めた事項 

 

（学位授与の審議） 

第１３条 専攻委員会は、前条の報告に基づき、学位授与の可否について、審議し、議決する。 

 

 （学長への報告） 

第１４条 統合応用生命科学専攻長は、前条の議決をしたときは、議決の結果を文書をもって学

長に報告する。 
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第３節 課程修了によらない博士の学位 

（学位論文審査の申請資格） 

第１５条 学位細則第３条第５項の規定により学位の授与を申請する者（以下「論文申請者」と

いう。）は、統合応用生命科学専攻に３年以上在学し、所定の単位を修得して退学した者でなけ

ればならない。 

２ 論文申請者は、前項の退学後３年以内の者とする。 

 

（学位論文審査の申請） 

第１６条 本規程第４条の規定を準用するものとする。 

 

（学位論文審査の付託） 

第１７条 本規程第５条の規定を準用するものとする。 

 

（論文審査委員会） 

第１８条 教授会は、前条の付託を受けたときは、審査する学位論文ごとに、論文審査委員会を

設置する。 

２ 論文審査委員会の設置に関し必要な事項は、別に定めるものとする。  

 

（論文審査委員会委員の選出） 

第１９条 本規程第７条の規定を準用するものとする。 

 

（学位論文の評価基準） 

第２０条 本規程第８条の規定を準用するものとする。 

 

（学位論文公聴会） 

第２１条 本規程第９条の規定を準用するものとする。 

 

（学位論文の審査） 

第２２条 論文審査委員会は、学位論文の審査を行う。 

２ 学位論文の成績は、合格又は不合格の評語をもって表す。 

３ 学位論文の審査に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（学位論文の審査の結果の報告） 

第２３条 学位論文の審査が終了したときは、論文審査委員会主査は、次の事項を専攻委員会に

報告する。 

(1) 博士論文審査委員会委員名 

(2) 学位論文審査結果の要旨 

(3) その他論文審査委員会において必要と認めた事項 

 

（学位授与の審議） 

第２４条 本規程第１３条の規定を準用するものとする。 

 

（学長への報告） 

第２５条 本規程第１４条の規定を準用するものとする。 

 

第４節 その他 

（その他の事項） 

第２６条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

 

 

附 則 

１ この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 
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２ 前項の規定にかかわらず、施行日前に山梨大学大学院医工農学総合教育部博士課程医学工学

融合領域に入学し、引き続き在学する者については、従前の例による。 

３ 山梨大学大学院医工農学総合教育部博士課程医学工学融合領域学位論文審査要項（平成２８

年４月１日制定）は廃止する。 
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〇山梨大学大学院医工農学総合教育部博士課程統合応用生命科学専攻

長期履修学生規程 
制定 平成３０年 ３月２８日 

 

（目的） 

第１条 この規程は、山梨大学大学院学則（以下「学則」という。）第１９条の２第２項の規定に

基づき、山梨大学大学院医工農学総合教育部博士課程統合応用生命科学専攻の長期履修学生に

ついて、必要な事項を定める。 

 

（資格） 

第２条 長期履修学生の申請をすることができる者は、職業を有している等の理由より学則第１

８条第３項に規定する標準修業年限を超え、一定の期間にわたり計画的に教育課程を履修し、

修了することを希望する者とする。 

 

（申請の手続き） 

第３条 長期履修を希望する者は、次の各号に掲げる書類を学長に提出するものとする。 

(1) 長期履修学生申請書（別紙様式１） 

(2) 在職等証明書（様式任意） 

２ 申請書類の提出期間は、原則として次の各号に掲げる日までとする。 

(1) 入学資格を有する者のうち、４月入学者は入学前年度の２月末日、１０月入学者は入学年

度の８月末日までとする。 

(2) 在学生が希望する時は、４月入学者は長期履修開始前年度の２月末日、１０月入学者は長

期履修開始年度の８月末日までとする。ただし、学年の途中から長期履修学生となることは

できない。 

 

（許可） 

第４条 長期履修の可否は、山梨大学大学院医工農学総合教育部教授会（以下「教授会」という。）

の意見を聴いて、学長が決定する。 

 

（長期履修期間） 

第５条 入学時に長期履修学生として認められた者の履修期間は、標準修業年限を含めて４年、

５年又は６年とする。 

２ 在学途中から長期履修学生として認められた者の履修期間は、未修学期間の２倍に相当する

年数以内とする。 

 

（在学年限） 
第６条 前条第１項に規定する者は、長期履修期間に３年を加えた年数を超えて在学することが

できない。 
２ 前条第２項に規定する者は、長期履修期間と既在学年数に３年を加えた年数を超えて在学す

ることができない。 

 

（長期履修期間の変更） 

第７条 許可された長期履修期間の延長又は短縮は１回限りとし、希望する者のうち、４月入学

者は適用前年度の２月末日、１０月入学者は適用年度の８月末日までに、長期履修期間変更申

請書（別紙様式２）を学長に提出しなければならない。 

２ 変更の可否は、教授会の意見を聴いて、学長が決定する。 

 

（授業料）  

第８条 長期履修学生に係る授業料の年額は、次の各号のとおりとする。 

(1) 長期履修期間４年  国立大学法人山梨大学授業料等に関する規程（以下「授業料等に関

する規程」という。）に定める年額の４分の３ 
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(2）長期履修期間５年  授業料等に関する規程に定める年額の５分の３ 

（3）長期履修期間６年  授業料等に関する規程に定める年額の６分の３ 

（4）長期履修期間を終了した後、なお在学する者は授業料等に関する規程に定める年額 

（5）10 円未満の端数がある場合は、これを切り上げる。 

２ 第５条第２項に規定する者に係る授業料の年額は、本来納付すべき授業料の総額から既に納

付済みの授業料の合計額を差引いた金額を長期履修期間で除した金額とする。 

３ 前条の規定により長期履修期間の短縮を認めたときは、本来納付すべき授業料の総額から既

に納付済みの授業料の合計額を差引いた金額を、変更後の期間で除した金額を徴収するものと

する。 

４ 長期履修学生が退学するときは、本来納付すべき授業料の総額から既に納付済みの授業料の

合計額を差引いた金額を、退学時に徴収するものとする。 

 

（資格の喪失）  

第９条 長期履修学生は、その資格を喪失した場合は、速やかにその旨を学長に申し出な 

ければならない。 

 

（雑則） 

第１０条 この規程に定めるもののほか、長期履修学生について必要な事項は、教授会が別に定

める。 

 

 

附 則 

１ この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、施行日前に山梨大学大学院医工農学総合教育部博士課程工学領域

及び医学工学融合領域に入学し、引き続き在学する者については、従前の例による。 

３ 山梨大学大学院医工農学総合教育部博士課程人間環境医工学専攻生体環境コース長期履修学

生制度細則（平成２８年４月１日制定）は廃止する。 
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別紙様式１ 

 

山梨大学大学院医工農学総合教育部博士課程 

統合応用生命科学専攻長期履修学生申請書 

 
 

                              年   月   日 

 

 

山 梨 大 学 長 殿  

 

      （申請者） 

       コース名         コース 

受験番号／学籍番号          

氏  名              ㊞ 

 

下記により、長期履修学生となることを希望しますので、申請します。  

 

 

１ 長期履修を必要とする理由  

 

 

 

 

 

 

 

２ 指導教員の意見  

 

 

 

 

指導教員氏名             ㊞ 

 

 

 

３ 長期履修期間 

開始学年：          年次  から 

長期履修期間：     年  月  日～    年  月  日（  年間） 

 

（注）長期履修期間については、各学域の大学院担当に御相談下さい。 
 
※ 提出書類については、長期履修学生の審議にのみ利用いたします。 
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別紙様式２ 

 

山梨大学大学院医工農学総合教育部博士課程 

統合応用生命科学専攻長期履修期間変更申請書 
 

 年   月   日 

 

 

山 梨 大 学 長 殿  

 
           （申請者）         

                                       コース名        コース 

学籍番号               

氏  名            ㊞ 

 

下記により、長期履修の期間変更（ 延長 ・ 短縮 ）を希望しますので、申請し

ます。  

 

 

 

１ 長期履修の期間変更を必要とする理由  

 

 

 

 

 

 

２ 指導教員の意見  

 

 

 

 

 

指導教員氏名            ㊞ 

 

３ 当初許可された長期履修期間  

  年  月  日 ～     年  月  日（   年間） 

 

 

４ 変更後の長期履修期間  

  年  月  日 ～     年  月  日（   年間） 
 

 
 
 
※ 提出書類については、長期履修学生の審議にのみに利用いたします。 


